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2
0
2
1
年

4
月

1
日

令
和
６
年
２
月
６
日

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
報
酬
改
定
検
討
チ
ー
ム

令
和
６
年
度
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
報
酬
改
定
に
お
け
る
主
な
改
定
内
容

1



地
域

生
活

支
援

拠
点

等
の

機
能

の
充

実

○
障

害
者

の
重

度
化

・
高

齢
化

や
親

亡
き

後
を

見
据

え
、

緊
急

時
の

対
応

や
施

設
や

病
院

等
か

ら
の

地
域

移
行

の
推

進
を

担
う

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

つ
い

て
、

障
害

者
総

合
支

援
法

の
改

正
に

よ
り

市
町

村
に

対
す

る
努

力
義

務
を

設
け

、
そ

の
整

備
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
機

能
の

充
実

を
図

る
。

①
情

報
連

携
等

の
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

機
能

の
評

価

○
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
お

い
て

、
情

報
連

携
等

を
担

う
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

配
置

を
評

価
す

る
加

算
を

創
設

す
る

。
（

別
紙

参
照

）
地
域
定
着
支
援

自
立
生
活
援
助

地
域
移
行
支
援

指
定
特
定
相
談
支
援
事
業
所

機
能
強
化
型
(
Ⅰ
)
o
r(
Ⅱ
)

拠
点

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

○
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
位

置
づ

け
ら

れ
、

か
つ

、
平

時
か

ら
の

連
携

調
整

に
従

事
す

る
者

を
配

置
す

る
通

所
系

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
に

お
い

て
、

障
害

の
特

性
に

起
因

し
て

生
じ

た
緊

急
事

態
の

際
に

、
夜

間
に

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
加

算
す

る
。

【
新

設
】

通
所

系
サ

ー
ビ

ス
緊

急
時

受
入

加
算

1
0

0
単

位
／

日

②
緊

急
時

の
重

度
障

害
者

の
受

入
機

能
の

充
実

○
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
位

置
づ

け
ら

れ
、

か
つ

、
平

時
か

ら
の

連
携

調
整

に
従

事
す

る
者

を
配

置
す

る
短

期
入

所
事

業
所

に
お

い
て

、
医

療
的

ケ
ア

児
等

の
重

度
障

害
者

を
受

け
入

れ
た

場
合

に
加

算
す

る
。

【
現

行
】

短
期

入
所

（
加

算
）

1
0
0
単

位
／

日
＊

拠
点

位
置

づ
け

の
み

【
見

直
し

後
】

短
期

入
所

（
加

算
）

2
0

0
単

位
／

日
＊

連
携

調
整

者
配

置

③
地

域
移

行
に

向
け

た
動

機
付

け
支

援
に

係
る

評
価

○
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
る

障
害

者
支

援
施

設
に

お
い

て
、

地
域

移
行

に
向

け
た

動
機

付
け

支
援

と
し

て
、

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
等

の
見

学
や

食
事

利
用

、
地

域
活

動
へ

の
参

加
等

を
行

っ
た

場
合

に
加

算
す

る
。

（
１

月
に

３
回

を
限

度
）

【
新

設
】

施
設

入
所

支
援

地
域

移
行

促
進

加
算

（
Ⅱ

）
6

0
単

位
／

日

【
新

設
】

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
機

能
強

化
加

算
5

0
0

単
位

／
月

＊
拠

点
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
1
名

に
つ

き
1
0
0
回

／
月

を
上

限

（
地

域
移

行
支

援
、

自
立

生
活

援
助

、
地

域
定

着
支

援
、

計
画

相
談

支
援

、
障

害
児

相
談

支
援

）

※
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
係

る
既

存
の

加
算

に
つ

い
て

、
関

係
機

関
と

の
連

携
調

整
に

従
事

す
る

者
を

配
置

す
る

こ
と

を
要

件
に

加
え

る
。

（
訪

問
系

サ
ー

ビ
ス

等
）

7

2



拠
点

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
配

置
に

よ
る

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
機

能
の

体
制

整
備

の
評

価

本
人
も
家
族
も
安
心
で
き
る

地
域
生
活

緊
急

時
に

備
え

た
相

談
緊

急
時

の
対

応

本
人
の
希
望
に
応
じ
た

施
設
等
か
ら
地
域
生
活
へ
の
移
行

地
域

移
行

の
推

進
（

体
験

の
機

会
・

場
の

確
保

等
）

①
市
町
村
が
整
備
す
る
地
域
生
活
支
援
拠
点
等
に
お
い
て
、
拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
地
域
の
中
核
的
な
相
談
支
援
事
業
所
が
単
独
で
配
置
す
る
場
合

市
町
村

整
備
主
体

と
し
て

位
置
づ
け

指
定
特
定
・
障
害
児

相
談
支
援
事
業
所

機
能
強
化
型
(Ⅰ

)o
r(
Ⅱ

)

短
期
入
所

訪
問
系
事
業
所

基
幹
相
談

支
援
セ
ン
タ
ー
等

行
政
機
関

拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

基
幹
相
談

支
援
セ
ン
タ
ー
等

精
神
科
病
院

入
所
施
設

体
験
の
場

行
政
機
関

拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

②
市
町
村
が
整
備
す
る
地
域
生
活
支
援
拠
点
等
に
お
い
て
、
拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
地
域
の
中
核
的
な
相
談
支
援
事
業
所
等
で
共
同
し
て
配
置
す
る
場
合

【
新

設
】

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
機

能
強

化
加

算
5

0
0

単
位

／
月

地
域
定
着
支
援

自
立
生
活
援
助

地
域
移
行
支
援

指
定
特
定
・障
害
児

相
談
支
援
事
業
所

機
能
強
化
型
(Ⅰ

)o
r(
Ⅱ

)

拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

拠
点

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
当

該
事

業
所

に
配

置

○
計

画
相

談
支

援
及

び
障

害
児

相
談

支
援

（
機

能
強

化
型

基
本

報
酬

（
Ⅰ

）
又

は
（

Ⅱ
）

を
算

定
す

る
場

合
に

限
る

。
）

、
自

立
生

活
援

助
、

地
域

移
行

支
援

及
び

地
域

定
着

支
援

に
係

る
複

数
の

事
業

者
が

、
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

お
い

て
相

互
に

連
携

し
て

運
営

さ
れ

て
お

り
、

か
つ

、
市

町
村

か
ら

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

位
置

づ
け

ら
れ

た
当

該
事

業
者

又
は

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

上
の

関
係

機
関

（
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
等

）
に

お
い

て
、

情
報

連
携

等
を

担
う

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
常

勤
で

１
以

上
配

置
さ

れ
て

い
る

場
合

に
、

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
所

が
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

の
機

能
で

担
う

当
該

サ
ー

ビ
ス

費
に

加
算

す
る

。

通
所
事
業
所

指
定
一
般
相
談
支
援
事
業
所

指
定
自
立
生
活
援
助
事
業
所

○
計

画
相

談
支

援
及

び
障

害
児

相
談

支
援

（
機

能
強

化
型

基
本

報
酬

（
Ⅰ

）
又

は
（

Ⅱ
）

を
算

定
す

る
場

合
に

限
る

。
）

と
自

立
生

活
援

助
、

地
域

移
行

支
援

及
び

地
域

定
着

支
援

の
サ

ー
ビ

ス
を

同
一

の
事

業
所

で
一

体
的

に
提

供
し

、
か

つ
、

市
町

村
か

ら
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
位

置
づ

け
ら

れ
た

相
談

支
援

事
業

者
等

に
お

い
て

、
情

報
連

携
等

を
担

う
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
を

常
勤

で
１

以
上

配
置

し
た

場
合

。
当

該
相

談
支

援
事

業
所

等
の

計
画

相
談

支
援

、
障

害
児

相
談

支
援

、
地

域
移

行
支

援
、

自
立

生
活

援
助

、
地

域
定

着
支

援
に

そ
れ

ぞ
れ

加
算

す
る

。
＊

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

１
人

当
た

り
1
0
0
回

／
月

ま
で

の
算

定
と

す
る

。

【
拠

点
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

役
割

（
例

）
】

○
市

町
村

と
の

連
絡

体
制

、
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
や

相
談

支
援

事
業

所
と

の
連

携
体

制
、

市
町

村
（

自
立

支
援

）
協

議
会

と
の

連
携

体
制

、
複

数
法

人
で

拠
点

機
能

を
担

う
場

合
の

連
携

体
制

や
伝

達
体

制
の

整
理

等
の

地
域

に
お

け
る

連
携

体
制

の
構

築
○

緊
急

時
に

備
え

た
ニ

ー
ズ

把
握

や
相

談
、

地
域

移
行

に
関

す
る

ニ
ー

ズ
の

把
握

や
動

機
付

け
支

援
等

相
談
支
援
事
業
所

相
談
支
援
事
業
所

＊
相

談
支

援
事

業
所

は
、

拠
点

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
役

割
は

地
域

に
お

け
る

連
携

体
制

の
構

築
で

あ
り

、
個

別
給

付
に

係
る

支
援

の
実

施
が

配
置

の
目

的
で

は
な

い
こ

と
に

留
意

。
原

則
、

個
別

給
付

に
係

る
業

務
は

行
わ

な
い

。
＊

本
報

酬
は

法
第

七
十

七
条

第
三

項
の

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
の

体
制

整
備

に
係

る
加

算
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
市

町
村

は
、

本
報

酬
を

理
由

に
、

障
害

者
相

談
支

援
事

業
の

委
託

料
を

減
額

す
る

こ
と

が
な

い
よ

う
に

留
意

。

基
幹
相
談

支
援
セ
ン
タ
ー
等

A
事
業
所

C
事
業
所
(＊

)
B
事
業
所

8

本
人
の
希
望
に
応
じ
た

施
設
等
か
ら
地
域
生
活
へ
の
移
行

地
域

移
行

の
推

進
（

体
験

の
機

会
・

場
の

確
保

等
）

本
人
も
家
族
も
安
心
で
き
る

地
域
生
活

緊
急

時
に

備
え

た
相

談
緊

急
時

の
対

応

市
町
村

整
備
主
体
と
し
て

位
置
づ
け

地
域
で

活
動

地
域
で

活
動

（
＊
）
拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
は
加
算
対
象
以
外
の
事
業
所
に
も
配
置
可
。

3



本
人
も
家
族
も
安
心
で
き
る
地
域
生
活

本
人
の
希
望
に
応
じ
た
施
設
か
ら
地
域
生
活
へ
の
移
行

障
害
当
事
者

行
政

機
関

（
障

害
福

祉
・

高
齢

・
保

健
等

）
・

医
療

等
の

関
係

機
関

（
自

立
支

援
）

協
議

会
等

の
協

議
の

場

↑
連
携

↓

地
域
生
活
支
援
拠
点
等
の
主
な
機
能

拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

緊
急

時
に

備
え

た
相

談

緊
急

時
の

対
応

↑
連
携

↓

緊
急
時
対
応
加
算

自
立

生
活

援
助

地
域

定
着

支
援

緊
急
時
対
応
加
算

緊
急
時
対
応
加
算

地
域

移
行

支
援

宿
泊
体
験
・
体
験
利
用
加
算

＊
図
内
の
枠
色
に
つ
い
て

既
存
の
障
害
福
祉
報
酬
で
の
取
組

R
６
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
報
酬
改
定

在
宅

共
同

生
活

援
助

（
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

）

一
人
暮
ら
し
支
援

強
度
行
動
障
害

対
応
強
化

集
中
支
援
加
算

短
期

入
所

拠
点
登
録
の
加
算

緊
急
時
対
応
加
算

居
宅

介
護

・
重

度
訪

問
支

援
・

同
行

援
護

・
行

動
援

護
等

緊
急
時
対
応
加
算

自
立

訓
練

・
就

労
支

援
系

・
生

活
介

護
等

緊
急
時
対
応
加
算

体
験
利
用
支
援
加
算

地
域

移
行

の
推

進

（
体

験
の

機
会

・
場

の
確

保
等

）

計
画

相
談

支
援

障
害
当
事
者

障
害
当
事
者

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

・
（

市
町

村
）

障
害

者
相

談
支

援
事

業

ア
ウ
ト
カ
ム
評
価

地
域
移
行
加
算

地
域
移
行
促
進
加
算
Ⅰ

退
所
時
の
評
価

地
域
移
行
支
援
時

の
評
価

地
域
移
行
支
援
導
入
前
の

取
組
の
評
価

動
機
付
け
支
援

地
域
移
行
の
意
向
確
認

施
設
外
の
送
迎
促
進

施
設
外
利
用
の
意
向
確
認

＊
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
報
酬
の
一
部
抜
粋

障
害

者
支

援
施

設

各
機
関
と
も
連
携
し
て

意
思
決
定
支
援
を
行
う

計
画

相
談

支
援

（
機

能
強

化
型

Ⅰ
又

は
Ⅱ

）

地
域

移
行

支
援

自
立

生
活

援
助

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等

地
域
移
行
意
向
確
認
担
当
者

障
害

者
支

援
施

設
か

ら
の

地
域

移
行

に
向

け
た

取
組

の
全

体
像

（
イ

メ
ー

ジ
）

地
域

定
着

支
援

拠
点
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

報
酬
の
見
直
し
等

9
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強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

障
害

者
等

へ
の

支
援

体
制

の
充

実

①
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
者

の
受

入
体

制
の

強
化

④
重

度
障

害
者

等
包

括
支

援
に

お
け

る
専

門
性

の
評

価
等

②
状

態
が

悪
化

し
た

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
者

へ
の

集
中

的
支

援

○
訪

問
系

サ
ー

ビ
ス

に
お

い
て

有
資

格
者

に
よ

る
支

援
を

評
価

す
る

。

【
新

設
】

有
資

格
者

支
援

加
算

6
0
単

位
／

日
（

１
人

１
日

当
た

り
）

【
重

度
障

害
者

支
援

加
算

（
生

活
介

護
・

施
設

入
所

支
援

）
】

○
区

分
６

以
上

行
動

関
連

項
目

1
0
点

以
上

の
報

酬
区

分
を

新
設

す
る

。
○

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

基
礎

研
修

）
修

了
者

の
加

配
要

件
を

廃
止

し
、

生
活

支
援

員
に

占
め

る
割

合
で

の
評

価
と

す
る

（
体

制
加

算
部

分
は

廃
止

）
。

（
現

行
）

基
準

及
び

人
員

配
置

体
制

加
算

の
配

置
数

に
加

え
て

配
置

さ
れ

る
基

礎
研

修
修

了
者

1
人

（
４

時
間

程
度

以
上

）
に

つ
き

、
利

用
者

５
人

ま
で

算
定

可
（

見
直

し
後

）
生

活
支

援
員

の
う

ち
基

礎
研

修
修

了
者

の
割

合
が

2
0
％

以
上

【
重

度
障

害
者

支
援

加
算

（
短

期
入

所
）

】
○

区
分

４
,５

の
報

酬
区

分
を

新
設

す
る

。
○

標
準

的
な

支
援

を
推

進
す

る
た

め
、

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
修

了
者

が
作

成
し

た
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
に

よ
り

適
切

な
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
新

設
す

る
（

基
礎

研
修

修
了

者
の

配
置

の
み

の
加

算
部

分
は

廃
止

）
。

【
重

度
障

害
者

支
援

加
算

（
共

同
生

活
援

助
）

】
○

共
同

生
活

援
助

で
の

受
入

体
制

を
強

化
す

る
た

め
、

利
用

者
の

状
態

や
環

境
の

変
化

等
に

適
応

す
る

た
め

の
初

期
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト

等
の

評
価

を
新

設
す

る
。

【
重

度
障

害
者

支
援

加
算

（
共

通
）

】
○

生
活

介
護

・
施

設
入

所
支

援
・

短
期

入
所

・
共

同
生

活
援

助
に

お
い

て
、

行
動

関
連

項
目

の
合

計
点

が
1
8
点

以
上

の
者

を
受

入
れ

て
中

核
的

人
材

が
作

成
す

る
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
に

よ
り

適
切

な
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

さ
ら

に
加

算
す

る
。

○
高

度
な

専
門

性
に

よ
り

地
域

を
支

援
す

る
人

材
（

広
域

的
支

援
人

材
）

が
、

事
業

所
等

を
集

中
的

に
訪

問
等

（
情

報
通

信
機

器
を

用
い

た
地

域
外

か
ら

の
指

導
助

言
も

含
む

）
し

、
適

切
な

ア
セ

ス
メ

ン
ト

と
有

効
な

支
援

方
法

の
整

理
を

共
に

行
い

環
境

調
整

を
進

め
、

支
援

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

新
設

す
る

。
※

期
間

は
３

か
月

を
限

度

【
新

設
】

集
中

的
支

援
加

算

・
広

域
的

支
援

人
材

が
訪

問
等

し
た

場
合

の
評

価
1
,0

0
0
単

位
／

回
（

月
に

４
回

を
限

度
）

・
状

態
が

悪
化

し
た

者
を

受
け

入
れ

た
施

設
等

へ
の

評
価

5
0
0
単

位
／

日

1
0

③
行

動
援

護
に

お
け

る
短

時
間

の
支

援
の

評
価

等

【
行

動
援

護
の

基
本

報
酬

】
（

例
）

・
所

要
時

間
3
0
分

以
上

1
時

間
未

満
の

場
合

（
現

行
）

4
0
7
単

位
→

 （
見

直
し

後
）

4
3
7
単

位

・
所

要
時

間
5
時

間
3
0
分

以
上

6
時

間
未

満
の

場
合

（
現

行
）

1
,9

4
0
単

位
→

 （
見

直
し

後
）

1
,9

0
4
単

位

○
ニ

ー
ズ

の
高

い
短

時
間

の
支

援
を

評
価

す
る

（
長

時
間

の
支

援
は

見
直

し
）

。

区
分

４
以

上
か

つ
1
0
点

以
上

※
実

践
研

修
修

了
者

配
置

【
新

設
】
1
8
点

以
上

の
場

合
※

中
核

的
人

材
養

成
研

修
修

了
者

配
置

区
分

６
以

上
か

つ
1
0
点

以
上

※
実

践
研

修
修

了
者

配
置

【
新

設
】
1
8
点

以
上

の
場

合
※

中
核

的
人

材
養

成
研

修
修

了
者

配
置

生
活

介
護

・
施

設
入

所
支

援
受

入
・

体
制

１
８

０
単

位
初

期
４

０
０

単
位

個
別

支
援

＋
１

５
０

単
位

初
期

＋
２

０
０

単
位

【
新

設
】

受
入

・
体

制
３

６
０

単
位

【
新

設
】

初
期

５
０

０
単

位
個

別
支

援
＋

１
５

０
単

位
初

期
＋

２
０

０
単

位

短
期

入
所

【
新

設
】

受
入

３
０

単
位

【
新

設
】

体
制

＋
７

０
単

位
個

別
支

援
＋

５
０

単
位

受
入

５
０

単
位

【
新

設
】

体
制

＋
１

０
０

単
位

個
別

支
援

＋
５

０
単

位

共
同

生
活

援
助

受
入

・
体

制
１

８
０

単
位

【
新

設
】

初
期

４
０

０
単

位
個

別
支

援
＋

１
５

０
単

位
初

期
＋

２
０

０
単

位
受

入
・

体
制

３
６

０
単

位
【

新
設

】
初

期
５

０
０

単
位

個
別

支
援

＋
１

５
０

単
位

初
期

＋
２

０
０

単
位

○
特

定
事

業
所

加
算

に
以

下
の

要
件

を
追

加
す

る
。

・
医

療
・

教
育

等
の

関
係

機
関

と
の

連
携

・
行

動
関

連
項

目
1
8
点

以
上

の
者

の
受

入
れ

・
中

核
的

人
材

養
成

研
修

を
修

了
し

た
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

の
配

置
【

新
設

】
外

部
連

携
支

援
加

算
2
0
0
単

位
／

回
（

月
４

回
を

限
度

）

○
複

数
の

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
に

よ
る

連
携

し
た

支
援

を
評

価
す

る
。
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障
害

者
の

意
思

決
定

支
援

を
推

進
す

る
た

め
の

方
策

障
害

者
の

意
思

決
定

支
援

を
推

進
す

る
た

め
、

「
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

の
提

供
に

当
た

っ
て

の
意

思
決

定
支

援
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

を
踏

ま
え

、
相

談
支

援
及

び
障

害
福

祉
サ

ー

ビ
ス

事
業

等
の

指
定

基
準

に
お

い
て

、
以

下
の

規
定

を
追

加
す

る
。

【
取

扱
方

針
】

・
事

業
者

は
、

利
用

者
が

自
立

し
た

日
常

生
活

又
は

社
会

生
活

を
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

利
用

者
の

意
思

決
定

の
支

援
に

配
慮

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

【
サ

ー
ビ

ス
等

利
用

計
画

・
個

別
支

援
計

画
の

作
成

等
】

・
利

用
者

の
自

己
決

定
の

尊
重

及
び

意
思

決
定

の
支

援
に

配
慮

し
つ

つ
、

利
用

者
が

自
立

し
た

日
常

生
活

を
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

支
援

す
る

上
で

の
適

切
な

支
援

内
容

の

検
討

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

・
利

用
者

の
希

望
す

る
生

活
や

課
題

等
の

把
握

（
ア

セ
ス

メ
ン

ト
）

に
当

た
り

、
利

用
者

が
自

ら
意

思
を

決
定

す
る

こ
と

に
困

難
を

抱
え

る
場

合
に

は
、

適
切

に
意

思
決

定
支

援

を
行

う
た

め
、

当
該

利
用

者
の

意
思

及
び

選
好

並
び

に
判

断
能

力
等

に
つ

い
て

丁
寧

に
把

握
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

・
相

談
支

援
専

門
員

や
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

が
行

う
サ

ー
ビ

ス
担

当
者

会
議

・
個

別
支

援
会

議
に

つ
い

て
、

利
用

者
本

人
が

参
加

す
る

も
の

と
し

、
当

該
利

用
者

の
生

活
に

対

す
る

意
向

等
を

改
め

て
確

認
す

る
。

※
障

害
児

者
の

状
況

を
踏

ま
え

た
サ

ー
ビ

ス
等

利
用

計
画

・
障

害
児

支
援

計
画

の
作

成
を

推
進

す
る

観
点

か
ら

、
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

・
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

が
作

成
し

た
個

別
支

援
計

画
に

つ
い

て
相

談
支

援
事

業
者

へ
の

交
付

を
義

務
付

け
。

【
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

の
責

務
】

・
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

は
、

利
用

者
の

自
己

決
定

の
尊

重
を

原
則

と
し

た
上

で
、

利
用

者
が

自
ら

意
思

を
決

定
す

る
こ

と
に

困
難

を
抱

え
る

場
合

に
は

、
適

切
に

利
用

者
へ

の
意

思
決

定
支

援
が

行
わ

れ
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

※
障

害
児

通
所

支
援

、
障

害
児

入
所

施
設

に
つ

い
て

も
、

障
害

児
及

び
そ

の
保

護
者

の
意

思
の

尊
重

の
観

点
か

ら
、

上
記

に
準

じ
た

規
定

を
追

加
。

意
思

決
定

支
援

の
推

進
（

運
営

基
準

へ
の

位
置

づ
け

）

相
談

支
援

事
業

者
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

ア セ ス メ ン ト

計 画 原 案 作 成

サ ー ビ ス 担 当 者 会 議

個 別 支 援 会 議

計 画 の 実 施

（ サ ー ビ ス の 提 供 ）

モ ニ タ リ ン グ※

利
用

者
本

人
の

参
加

（
原

則
）

計 画 作 成

意
思

決
定

に
困

難
を

抱
え

る
者

の
意

思
及

び
選

好
、

判
断

能
力

等
の

把
握

（参
考
）障
害
者
の
意
思
決
定
支
援
の
プ
ロ
セ
ス

相
談
支
援
専
門
員
・サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
が
、
利
用
者
の
自
己
決
定
の
尊
重
及
び
意
思
決
定
の
支
援
に
配
慮
し
つ
つ
、
計
画
を
検
討

※
相
談
支
援
専
門
員
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
つ
い
て
、
地
域
移
行
に
向
け
た
意
思
決
定
支
援
や
重
度
の
障
害
等
の
た
め
頻
回
な
関
わ
り
が
必
要
な
者
は
標
準
よ
り
短
い
期
間
で
設
定
が
望
ま
し
い
旨
例
示

1
1
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障
害

者
虐

待
の

防
止

・
権

利
擁

護

施
設

・
事

業
所

に
お

け
る

障
害

者
虐

待
防

止
の

取
組

を
徹

底
す

る
た

め
、

障
害

者
虐

待
防

止
措

置
を

未
実

施
の

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
等

に
つ

い
て

、
虐

待
防

止
措

置
未

実
施

減
算

（
所

定
単

位
数

の
１

％
を

減
算

）
を

創
設

。

身
体

拘
束

の
適

正
化

○
身

体
拘

束
等

の
適

正
化

の
徹

底
を

図
る

た
め

、
施

設
・

居
住

系
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
、

身
体

拘
束

廃
止

未
実

施
減

算
の

減
算

額
を

５
単

位

か
ら

所
定

単
位

数
の

1
0
％

に
引

き
上

げ
。

訪
問

・
通

所
系

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

、
減

算
額

を
５

単
位

か
ら

所
定

単
位

数
の

１
％

に
見

直
す

。

（
※

）
施

設
・

居
住

系
：

障
害

者
支

援
施

設
（

施
設

入
所

支
援

の
ほ

か
、

障
害

者
支

援
施

設
が

行
う

各
サ

ー
ビ

ス
を

含
む

）
、

療
養

介
護

、
障

害
児

入
所

施
設

、
共

同
生

活
援

助
、

宿
泊

型
自

立
訓

練

訪
問

・
通

所
系

：
居

宅
介

護
、

重
度

訪
問

介
護

、
同

行
援

護
、

行
動

援
護

、
重

度
障

害
者

等
包

括
支

援
、

生
活

介
護

、
短

期
入

所
、

自
立

訓
練

（
宿

泊
型

自
立

訓
練

を
除

く
）

、
就

労

選
択

支
援

、
就

労
移

行
支

援
、

就
労

継
続

支
援

Ａ
型

、
就

労
継

続
支

援
Ｂ

型
、

児
童

発
達

支
援

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
、

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
、

保

育
所

等
訪

問
支

援
（

障
害

者
支

援
施

設
が

行
う

各
サ

ー
ビ

ス
を

除
く

）

虐
待

防
止

措
置

（
参

考
）

身
体

拘
束

適
正

化
措

置
①

や
む

を
得

ず
身

体
拘

束
等

を
行

う
場

合
、

そ
の

態
様

及
び

時
間

、
利

用
者

の
心

身
の

状
況

並
び

に
緊

急
や

む
を

得
な

い
理

由
そ

の
他

必
要

な
事

項
を

記
録

す
る

こ
と

。
②

身
体

拘
束

適
正

化
検

討
委

員
会

を
定

期
的

に
開

催
し

、
そ

の
結

果
に

つ
い

て
従

業
者

に
周

知
徹

底
を

図
る

こ
と

。
③

身
体

拘
束

等
の

適
正

化
の

た
め

の
指

針
を

整
備

す
る

こ
と

。
④

従
業

者
に

対
し

、
虐

待
の

防
止

の
た

め
の

研
修

を
定

期
的

に
実

施
す

る
こ

と
。

（
参

考
）

障
害

者
虐

待
防

止
措

置
①

虐
待

防
止

委
員

会
を

定
期

的
に

開
催

し
、

そ
の

結
果

に
つ

い
て

従
業

者
に

周
知

徹
底

を
図

る
こ

と
。

②
従

業
者

に
対

し
、

虐
待

の
防

止
の

た
め

の
研

修
を

定
期

的
に

実
施

す
る

こ
と

。
③

上
記

措
置

を
適

切
に

実
施

す
る

た
め

の
担

当
者

を
置

く
こ

と
。

本
人

の
意

向
を

踏
ま

え
た

サ
ー

ビ
ス

提
供

（
同

性
介

助
）

○
施

設
・

事
業

所
に

お
い

て
、

本
人

の
意

思
に

反
す

る
異

性
介

助
が

な
さ

れ
な

い
よ

う
、

サ
ー

ビ
ス

管
理

責
任

者
等

が
サ

ー
ビ

ス
提

供
に

関
す

る
本

人
の

意
向

を
把

握
す

る
と

と
も

に
、

本
人

の
意

向
を

踏
ま

え
た

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

の
確

保
に

努
め

る
べ

き
旨

を
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
等

の
指

定
基

準
の

解
釈

通
知

に
明

記
。

1
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業
務

継
続

に
向

け
た

感
染

症
や

災
害

へ
の

対
応

力
の

取
組

の
強

化

○
感

染
症

や
災

害
が

発
生

し
た

場
合

で
あ

っ
て

も
、

必
要

な
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

を
継

続
的

に
提

供
で

き
る

体
制

を
構

築
す

る
た

め
、

業
務

継
続

に
向

け
た

計

画
の

策
定

の
徹

底
を

求
め

る
観

点
か

ら
、

感
染

症
又

は
非

常
災

害
の

い
ず

れ
か

又
は

両
方

の
業

務
継

続
計

画
が

未
策

定
の

場
合

、
基

本
報

酬
を

減
算

す
る

。
そ

の

際
、

一
定

程
度

の
取

組
を

行
っ

て
い

る
事

業
所

に
対

し
経

過
措

置
を

設
け

る
こ

と
と

す
る

。

概
要

減
算

単
位

算
定

要
件

【
全

サ
ー

ビ
ス

】

○
以

下
の

基
準

に
適

応
し

て
い

な
い

場
合

、
所

定
単

位
数

を
減

算
す

る
。

・
感

染
症

や
非

常
災

害
の

発
生

時
に

お
い

て
、

利
用

者
に

対
す

る
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
継

続
的

に
実

施
す

る
た

め
の

、
及

び
非

常
時

の
体

制
で

早
期

の
業

務

再
開

を
図

る
た

め
の

計
画

（
業

務
継

続
計

画
）

を
策

定
す

る
こ

と

・
当

該
業

務
継

続
計

画
に

従
い

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
こ

と

※
令

和
７

年
３

月
3
1
日

ま
で

の
間

、
「

感
染

症
の

予
防

及
び

ま
ん

延
防

止
の

た
め

の
指

針
の

整
備

」
及

び
「

非
常

災
害

に
関

す
る

具
体

的
計

画
」

の
策

定
を

行
っ

て
い

る

場
合

に
は

、
減

算
を

適
用

し
な

い
。

た
だ

し
、

居
宅

介
護

、
重

度
訪

問
介

護
、

同
行

援
護

、
行

動
援

護
、

重
度

障
害

者
等

包
括

支
援

、
自

立
生

活
援

助
、

就
労

定
着

支
援

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、

保
育

所
等

訪
問

支
援

、
計

画
相

談
支

援
、

障
害

児
相

談
支

援
、

地
域

移
行

支
援

、
地

域
定

着
支

援
に

つ
い

て
は

、
「

非
常

災
害

に
関

す
る

具
体

的
計

画
」

の
策

定
が

求
め

ら

れ
て

い
な

い
こ

と
等

を
踏

ま
え

、
令

和
７

年
３

月
3
1
日

ま
で

の
間

、
減

算
を

適
用

し
な

い
。

※
就

労
選

択
支

援
に

つ
い

て
は

、
令

和
９

年
３

月
3
1
日

ま
で

の
間

、
減

算
を

適
用

し
な

い
経

過
措

置
を

設
け

る
。

業
務

継
続

計
画

未
策

定
減

算
【

新
設

】

・
1
0
0
分

の
３

に
相

当
す

る
単

位
数

を
減

算

（
療

養
介

護
、

施
設

入
所

支
援

（
施

設
入

所
支

援
の

ほ
か

、
障

害
者

支
援

施
設

が
行

う
各

サ
ー

ビ
ス

を
含

む
）

、
共

同
生

活
援

助
、

宿
泊

型
自

立
訓

練
、

障
害

児
入

所
施

設
）

・
1
0
0
分

の
１

に
相

当
す

る
単

位
数

を
減

算

（
居

宅
介

護
、

重
度

訪
問

介
護

、
同

行
援

護
、

行
動

援
護

、
重

度
障

害
者

等
包

括
支

援
、

短
期

入
所

、
生

活
介

護
、

自
立

生
活

援
助

、
自

立
訓

練
、

就
労

移
行

支
援

、

就
労

継
続

支
援

、
就

労
定

着
支

援
、

計
画

相
談

支
援

、
地

域
移

行
支

援
、

地
域

定
着

支
援

、
障

害
児

相
談

支
援

、
児

童
発

達
支

援
、

医
療

型
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
（

障
害

者
支

援
施

設
が

行
う

各
サ

ー
ビ

ス
を

除
く

）
）
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都
道

府
県

等
に

よ
る

確
認

情
報

公
表

未
報

告
の

事
業

所
へ

の
対

応

○
利

用
者

へ
の

情
報

公
表

、
災

害
発

生
時

の
迅

速
な

情
報

共
有

、
財

務
状

況
の

見
え

る
化

の
推

進
を

図
る

観
点

か
ら

、
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

情
報

公
表

シ
ス

テ
ム

上
、

未
報

告
と

な
っ

て
い

る
事

業
所

に
対

す
る

「
情

報
公

表
未

報
告

減
算

」
を

創
設

す
る

。

○
ま

た
、

施
行

規
則

に
お

い
て

、
都

道
府

県
知

事
は

、
指

定
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

等
の

指
定

の
更

新
に

係
る

申
請

が
あ

っ
た

際
に

、

情
報

公
表

に
係

る
報

告
が

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

と
す

る
。

概
要

減
算

単
位

情
報

公
表

未
報

告
減

算
【

新
設

】

・
1
0
0
分

の
1
0
に

相
当

す
る

単
位

数
を

減
算

（
療

養
介

護
、

施
設

入
所

支
援

（
施

設
入

所
支

援
の

ほ
か

、
障

害
者

支
援

施
設

が
行

う
各

サ
ー

ビ
ス

を
含

む
）

、
共

同
生

活
援

助
、

宿
泊

型
自

立
訓

練
、

障
害

児
入

所
施

設
）

・
1
0
0
分

の
５

に
相

当
す

る
単

位
数

を
減

算

（
居

宅
介

護
、

重
度

訪
問

介
護

、
同

行
援

護
、

行
動

援
護

、
重

度
障

害
者

等
包

括
支

援
、

短
期

入
所

、
生

活
介

護
、

自
立

生
活

援
助

、
自

立
訓

練
、

就
労

移
行

支
援

、
就

労
継

続
支

援
、

就
労

定
着

支
援

、
計

画
相

談
支

援
、

地
域

移
行

支
援

、
地

域
定

着
支

援
、

障
害

児
相

談
支

援
、

児
童

発
達

支
援

、

医
療

型
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
（

障
害

者
支

援
施

設
が

行
う

各
サ

ー
ビ

ス

を
除

く
）

）

算
定

要
件

【
全

サ
ー

ビ
ス

】

○
障

害
者

総
合

支
援

法
第

7
6
条

の
３

の
規

定
に

基
づ

く
情

報
公

表
に

係
る

報
告

が
さ

れ
て

い
な

い
場

合
に

、
所

定
単

位
数

を
減

算
す

る
。

○
都

道
府

県
知

事
（

指
定

都
市

又
は

中
核

市
に

あ
っ

て
は

、
当

該
指

定
都

市
又

は
中

核
市

の
市

長
）

は
、

指
定

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
等

の
指

定
の

更
新

に
係

る
申

請
が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
申

請
に

係
る

事
業

者
か

ら
障

害
者

総
合

支
援

法
第

7
6
条

の
３

の
規

定
に

基

づ
く

情
報

公
表

に
係

る
報

告
が

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

も
の

と
す

る
。

1
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自
立

生
活

援
助

・
地

域
移

行
支

援
・

地
域

定
着

支
援

の
充

実

○
利

用
者

の
支

援
の

必
要

性
に

応
じ

て
、

お
お

む
ね

週
１

回
を

超
え

て
訪

問
に

よ
る

支
援

を
集

中
的

に
実

施
し

た
事

業
所

に
対

す
る

加
算

を
新

設
す

る
。

③
集

中
的

な
支

援
の

評
価

（
自

立
生

活
援

助
）

①
対

象
者

の
明

確
化

（
自

立
生

活
援

助
、

地
域

定
着

支
援

）

○
同

居
す

る
家

族
に

疾
病

、
障

害
等

の
な

い
場

合
で

も
、

本
人

の
生

活
環

境
が

大
き

く
変

わ
る

タ
イ

ミ
ン

グ
な

ど
に

手
厚

い
支

援
が

必
要

と
な

る
場

合
に

、
サ

ー
ビ

ス
が

利
用

で
き

る
対

象
者

を
明

確
化

す
る

。

②
基

本
報

酬
の

見
直

し
（

自
立

生
活

援
助

、
地

域
移

行
支

援
、

地
域

定
着

支
援

）

○
障

害
者

の
地

域
移

行
の

推
進

や
経

営
の

実
態

等
を

踏
ま

え
、

基
本

報
酬

を
見

直
す

。
○

効
果

的
な

支
援

の
提

供
が

可
能

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
は

、
月

１
回

の
訪

問
に

加
え

て
、

テ
レ

ビ
電

話
等

を
活

用
し

た
支

援
が

可
能

と
な

る
よ

う
、

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
方

法
を

弾
力

化
す

る
と

と
も

に
、

支
援

の
実

態
に

応
じ

た
基

本
報

酬
区

分
を

新
設

す
る

。

④
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
の

推
進

（
自

立
生

活
援

助
）

○
併

設
す

る
相

談
支

援
事

業
所

に
お

い
て

、
地

域
相

談
支

援
の

業
務

に
従

事
す

る
相

談
支

援
専

門
員

を
配

置
す

る
こ

と
で

、
自

立
生

活
援

助
事

業
所

の
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

と
み

な
す

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
人

員
基

準
を

見
直

す
。

○
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

を
常

勤
専

従
で

自
立

生
活

援
助

事
業

所
に

配
置

す
る

場
合

に
は

、
配

置
基

準
を

6
0
：

１
と

す
る

。
○

多
様

な
事

業
主

体
の

参
入

を
促

す
観

点
か

ら
、

現
行

、
一

定
の

要
件

を
満

た
す

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
等

に
限

定
さ

れ
て

い
る

実
施

主
体

に
係

る
要

件
を

廃
止

す
る

。

【
新

設
】

集
中

支
援

加
算

5
0

0
単

位
／

月

＊
自

立
生

活
援

助
サ

ー
ビ

ス
費

(Ⅰ
)に

お
い

て
、

月
6
回

以
上

の
訪

問
に

よ
る

支
援

を
実

施
し

た
場

合
に

加
算

自
立

生
活

援
助

【
現

行
】

自
立

生
活

援
助

サ
ー

ビ
ス

費
（

Ⅰ
）

1
,5

5
8
単

位
／

月
（

3
0
人

未
満

）
1
,0

9
0
単

位
／

月
（

3
0
人

以
上

）

自
立

生
活

援
助

サ
ー

ビ
ス

費
（

Ⅱ
）

1
,1

6
6
単

位
／

月
（

3
0
人

未
満

）
8
1
7
単

位
／

月
（

3
0
人

以
上

）

【
見

直
し

後
】

自
立

生
活

援
助

サ
ー

ビ
ス

費
（

Ⅰ
）

1
,5

6
6
単

位
／

月
（

3
0
人

未
満

）
1

,0
9

5
単

位
／

月
（

3
0
人

以
上

）

自
立

生
活

援
助

サ
ー

ビ
ス

費
（

Ⅱ
）

1
,1

7
2
単

位
／

月
（

3
0
人

未
満

）
8

2
1
単

位
／

月
（

3
0
人

以
上

）

【
新

設
】

自
立

生
活

援
助

サ
ー

ビ
ス

費
（

Ⅲ
）

7
0

0
単

位
／

月
＊

居
宅

へ
の

訪
問

と
テ

レ
ビ

電
話

等
を

活
用

し
た

支
援

を
そ

れ
ぞ

れ
月

1
回

ず
つ

以
上

で
算

定

地
域

移
行

支
援

【
現

行
】

地
域

移
行

支
援

サ
ー

ビ
ス

費
（

Ⅰ
）

3
,5

0
4
単

位
／

月
（

Ⅱ
）

3
,0

6
2
単

位
／

月
、

（
Ⅲ

）
2
,3

4
9
単

位
／

月

【
見

直
し

後
】

地
域

移
行

支
援

サ
ー

ビ
ス

費
（

Ⅰ
）

3
,6

1
3
単

位
／

月
（

Ⅱ
）

3
,1

5
7
単

位
／

月
（

Ⅲ
）

2
,4

2
2

単
位

／
月

地
域

定
着

支
援

【
現

行
】

・
体

制
確

保
費

3
0
6
単

位
／

月
緊

急
時

支
援

費
（

Ⅰ
）

7
1
2
単

位
／

日
緊

急
時

支
援

費
（

Ⅱ
）

9
5
単

位
／

日

【
見

直
し

後
】

・
体

制
確

保
費

3
1

5
単

位
／

月
緊

急
時

支
援

費
（

Ⅰ
）

7
3

4
単

位
／

日
緊

急
時

支
援

費
（

Ⅱ
）

9
8
単

位
／

日

自
立
生
活
援
助

（
Ⅰ
）

自
立
生
活
援
助

（
Ⅰ
）

自
立
生
活
援
助

（
Ⅱ
）

【
新
設
】

自
立
生
活
援
助

（
Ⅲ
）

【
新
設
】

集
中
支
援
加
算

地
域
定
着
支
援

2
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報
酬
区
分

常
勤
専
従
の

相
談
支
援
専
門
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費

※

現
行

報
酬
引
き
上
げ

機
能
強
化
（
Ⅰ
）

４
名
以
上

1
,8
6
4
単
位

2
,0
1
4
単
位

機
能
強
化
（
Ⅱ
）

３
名
以
上

1
,7
6
4
単
位

1
,9
1
4
単
位

機
能
強
化
（
Ⅲ
）

２
名
以
上

1
,6
7
2
単
位

1
,8
2
2
単
位

機
能
強
化
（
Ⅳ
）

１
名
以
上

1
,6
2
2
単
位

1
,6
7
2
単
位

機
能
強
化
な
し

1
,5
2
2
単
位

1
,5
7
2
単
位

⚫
市
町
村
毎
の
セ
ル
フ
プ
ラ
ン
率
等
に
つ
い
て
国
が
公
表
し
見
え
る
化
し
た
上
で
、
今
後
、
自
治
体
の
障
害
福
祉
計
画
に
基
づ
く
相
談
支
援
専
門
員
の
計
画
的
な
養
成
等
を
促
す
方
策
を
講
じ
る
。

⚫
機
能
強
化
型
事
業
所
で
主
任
相
談
支
援
専
門
員
の
指
導
助
言
を
受
け
る
体
制
が
確
保
さ
れ
て
い
る
場
合
、
常
勤
専
従
の
社
会
福
祉
士
・精
神
保
健
福
祉
士
を
「
相
談
支
援
員
」と
し
て
配
置
可
。

⚫
居
宅
訪
問
が
要
件
の
加
算
に
つ
い
て
、
一
部
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
面
接
を
可
能
と
す
る
。

⚫
離
島
等
の
地
域
に
お
い
て
（継
続
）サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
の
一
部
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
面
接
を
可
能
と
す
る
と
と
も
に
、
居
宅
や
事
業
所
等
の
訪
問
を
要
件
と
す
る
加
算
を
上
乗
せ
等
を
認
め
る
。

①
基
本
報
酬
等
の
充
実

（
算
定
要
件
の
見
直
し
と
単
位
数
の
引
き
上
げ
）

②
医
療
等
の
多
機
関
連
携
の
た
め
の
加
算
の
拡
充
等

③
相
談
支
援
人
材
の
確
保
及
び
IC
Tの
活
用
に
つ
い
て

⚫
医
療
等
の
多
機
関
連
携
の
た
め
の
各
種
加
算
に
つ
い
て
、
加
算
の
対
象
と
な
る
場
面
や
業
務
、

連
携
対
象
の
追
加
（訪
問
看
護
事
業
所
）
、
算
定
回
数
な
ど
の
評
価
の
見
直
し
を
行
う
。

⚫
支
援
の
質
の
高
い
相
談
支
援
事
業
所
の
整
備
を
推
進
す
る
た
め
、
算
定
要
件
を
追
加
（※
）し
た
上
で
、

基
本
報
酬
を
引
き
上
げ

※
「協
議
会
へ
の
定
期
的
な
参
画
」及
び
「基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
が
行
う
地
域
の
相
談

支
援
体
制
の
強
化
の
取
組
へ
の
参
画
」を
要
件
に
追
加

相
談

支
援

の
質

の
向

上
や

提
供

体
制

を
整

備
す

る
た

め
の

方
策

加
算
名

算
定
場
面

現
行

改
正
後

医
療
・
保
育
・

教
育
機
関
等
連

携
加
算

面
談
・
会
議

1
0
0
単
位

計
画
作
成
月
：
2
0
0
単
位

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
月
：
3
0
0
単
位

（
新
）
通
院
同
行

－
3
0
0
単
位

（
新
）
情
報
提
供

－
1
5
0
単
位

集
中
支
援
加
算

訪
問
、
会
議
開
催
､
参
加

各
3
0
0
単
位

同
左

（
新
）
通
院
同
行

－
3
0
0
単
位

（
新
）
情
報
提
供

－
1
5
0
単
位

そ
の
他
加
算

訪
問

2
0
0
・
3
0
0
単
位
3
0
0
単
位

情
報
提
供

1
0
0
単
位

1
5
0
単
位

⚫
要
医
療
児
者
支
援
体
制
加
算
等

医
療
的
ケ
ア
を
必
要
と
す
る
障
害
児
者
等
を
支
援
す
る
事
業
所
を
更
に
評
価
。

通
院

同
行

情
報

提
供

面
談

・
会

議

・
利
用
者
の
通
院
に
同
行
し
、

必
要
な
情
報
提
供
を
実
施

・
関
係
機
関
に
対
し
て
文
書

に
よ
り
情
報
提
供
を
実
施

・
医
療
機
関
、
保
育
、
教
育

機
関
等
と
の
面
談
・
会
議

現
行

改
正
後

1
0
0
単
位

（
新
）
3
0
0
単
位
（
中
核
的
な
役
割
を
担
う
相
談
支
援
事
業
所
の
場
合
）

1
0
0
単
位
（
上
記
以
外
）

※
通
院
同
行
は
各
病
院
１
回
最
大
３
回
、
情
報
提
供
は
病
院
・
そ
れ
以
外
で
各
1
回
算
定
可

※
１
継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
費
、
（
継
続
）
障
害
児
支
援
利
用
援
助
費
も
同
様
に
引
き
上
げ

※
２
複
数
事
業
所
の
協
働
に
よ
る
機
能
強
化
型
報
酬
の
対
象
事
業
所
の
追
加

「
地
域
生
活
支
援
拠
点
等
を
構
成
す
る
事
業
所
」
に
加
え
て
、
「
地
域
生
活
支
援
拠
点
等
に
係

る
関
係
機
関
と
の
連
携
体
制
を
確
保
し
、
協
議
会
に
定
期
的
に
参
画
す
る
事
業
所
」を
追
加

⚫
主
任
相
談
支
援
専
門
員
加
算

地
域
の
相
談
支
援
の
中
核
的
な
役
割
を
担
う
相
談
支
援
事
業
所
で
あ
っ
て
、
地
域
の
相
談

支
援
事
業
所
に
助
言
指
導
を
行
う
場
合
に
更
に
評
価
。

⚫
地
域
体
制
強
化
共
同
支
援
加
算
（支
援
困
難
事
例
等
の
課
題
の
協
議
会
へ
の
報
告
）

算
定
対
象
事
業
所
を
追
加
（
※
２
と
同
じ
）

加
算
名

現
行

改
正
後

要
医
療
児
者
支
援
体
制
加
算

行
動
障
害
支
援
体
制
加
算

精
神
障
害
者
支
援
体
制
加
算

3
5
単
位

対
象
者
あ
り
：
6
0
単
位

対
象
者
な
し
：
3
0
単
位

（
新
）
高
次
脳
機
能
障
害
者
支
援
体
制
加
算

ー

⚫
支
給
決
定
に
際
し
て
市
町
村
に
提
出
さ
れ
た
意
思
意
見
書
に
つ
い
て
、
本
人
の
同
意
を
得

た
上
で
、
相
談
支
援
事
業
所
が
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
案
の
作
成
に
活
用
で
き
る
旨
周
知
。

3
5
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［訓練系サービス］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・142 

機能訓練サービス費 

生活訓練サービス費 

 

［就労系サービス］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・144 

就労移行支援サービス費 

就労継続支援Ａ型サービス費 

就労継続支援Ｂ型サービス費 

就労定着支援サービス費 

就労選択支援サービス費 
 

 ［相談系サービス］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・159 

計画相談支援費 

障害児相談支援費 

地域移行支援サービス費 

地域定着支援サービス費 
 

 ［障害児通所支援］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・161 

児童発達支援給付費 

放課後等デイサービス給付費 

居宅訪問型児童発達支援給付費 

保育所等訪問支援給付費 
 

 ［障害児入所支援］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・177 

福祉型障害児入所施設給付費 

医療型障害児入所施設給付費 
    

 

別紙２  福祉・介護職員等処遇改善加算について・・・・・・・・・・・・・・・・・・186 

別紙３ 地域区分について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・188 

別紙４  重度障害者支援加算の拡充・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・190 

別紙５  共同生活援助における人員配置体制加算の創設について・・・・・・・・・・・193 

別紙６  就労継続支援Ａ型の基本報酬におけるスコア方式について・・・・・・・・・・197 

別紙７ 児童発達支援センターの一元化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・203 
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 第２ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの内容  

 

１．障害福祉サービス等における横断的な改定事項 

（１）経営実態等を踏まえた基本報酬の見直し【全サービス】 

   ・ 各サービスの経営の実態等を踏まえつつ、基本報酬を見直す。     

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

（２）福祉・介護職員等の処遇改善 
【処遇改善加算については、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等

包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機

能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支

援、就労選択支援、自立生活援助、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児

童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 
 

【基本報酬の見直しについては、全サービス】 
 

・ 福祉・介護職員等の確保に向けて、福祉・介護職員等の処遇改善のため

の措置をできるだけ多くの事業所に活用されるよう推進する観点から、福

祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算、福祉・

介護職員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要

件及び加算率を組み合わせた４段階の「福祉・介護職員等処遇改善加算」

に一本化するとともに、今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、加

算率を引き上げる。（経過措置区分として、令和６年度末まで現行の３加算

の取得状況に基づく加算率を維持した上で、今般の改定による加算率の引

き上げを行う。） 

・ 就労定着支援の就労定着支援員、自立生活援助の地域生活支援員、就労

選択支援の就労選択支援員を、処遇改善加算等の対象に加える。 

・ 新加算においては、加算・賃金改善額の職種間配分ルールを統一する。

（福祉・介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に重点

的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。） 

・ 月額賃金の改善に関する要件を見直し、新加算Ⅳの加算額の１／２以上

を月額賃金に充てることとする。 

・ 令和７年度に、職場環境等要件の見直しを行う。 

・ 福祉・介護職員以外の職員の処遇改善にもつながるよう、基本報酬を見

直す。 

 

（３）地域生活支援拠点等の機能の充実 

→「福祉・介護職員等処遇改善加算について」（別紙２）参照 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 
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障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設や病院等

からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等について、障害者総合支援法

の改正により市町村に対する努力義務を設け、その整備を推進するとともに、

機能の充実を図る。 

 

① 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配置

を評価する加算を創設する。【自立生活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域

移行支援、地域定着支援】 

≪地域生活支援拠点等機能強化加算【新設】≫ 500単位／月 

 以下のいずれかに該当する場合に加算する。 

 ・ 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型（継続）サービス利用

支援費（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）と自立生活援助、地域

移行支援及び地域定着支援のサービスを一体的に運営し、かつ、地域生

活支援拠点等に位置付けられた相談支援事業者等において、情報連携等

を担うコーディネーターを常勤で１以上配置されている場合 

 ・ 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型（継続）サービス利用

支援費（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）、自立生活援助、地域移

行支援及び地域定着支援に係る複数の事業者が、地域生活支援拠点等の

ネットワークにおいて相互に連携して運営されており、かつ、地域生活

支援拠点等に位置付けられた場合であって、当該事業者又はネットワー

ク上の関係機関（基幹相談支援センター等）において、情報連携等を担

うコーディネーターが常勤で１以上配置されている場合 

 ※ 配置されたコーディネーター１人当たり、本加算の算定人数の上限を

１月当たり合計100回までとする。 

※ 以上の内容は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても

同様。 

 

② 平時からの情報連携を整えた通所系サービス事業所において、緊急時の受

入れについて評価する。【生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支

援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 

≪緊急時受入加算【新設】≫                 100単位／日 

 地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連携調整に従事す

る者を配置する通所系サービス事業所において、障害の特性に起因して生じた

緊急事態等の際に、夜間に支援を行った場合に加算する。 

 

③ 地域生活支援拠点等に係る既存の加算について、関係機関との連携調整に
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従事する者を配置することを要件に加える。【居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓練

（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、自立生

活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援】 

≪緊急時対応加算の見直し≫（居宅介護の例） 

［現  行］ 

地域生活支援拠点等に位置付けられている場合に、更に１回につき50単位を

加算する。 

［見直し後］ 

地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連携調整に従事す

る者を配置している場合に、更に１回につき50単位を加算する。 

 

（４）強度行動障害を有する障害者への支援体制の充実 

① 強度行動障害を有する障害者の受入体制の強化【生活介護、短期入所、施設入

所支援、共同生活援助】 

・ 強度行動障害を有する障害者のうち、行動関連項目の合計点が非常に高

く、支援が困難な状態にある児者の受け入れ拡大や支援の充実の観点か

ら、行動関連項目の合計点が10点以上という区切りだけでなく、行動関連

項目の合計点が18点以上の障害者を受け入れ、強度行動障害を有する者に

対するチーム支援の実施をマネジメントする中心的な役割を果たす中核的

人材を配置し、適切な支援を行うことを評価する加算を拡充する。 

・ 強度行動障害を有する者のグループホームにおける受入体制を強化する

ため、利用者の事態や環境の変化に適応するための初期のアセスメント等

を評価する。 

→ 「重度障害者支援加算の拡充」（別紙４）参照 

 

② 状態が悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援【療養介護、生 

活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就

労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 

   ・ 状態が悪化した強度行動障害を有する児者に対し、高度な専門性により

地域を支援する広域的支援人材が、事業所等を集中的に訪問等（情報通

信機器を用いた地域外からの指導助言も含む）し、適切なアセスメント

と有効な支援方法の整理をともに行い、環境調整を進めることを評価す

る加算を創設する。 

≪集中的支援加算【新設】≫ 

  イ 集中的支援加算（Ⅰ）               1000単位／回 

17



 

11 

強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合に、広域的支援人材が

指定障害者支援施設、共同生活援助事業所等を訪問し、集中的な支援を行

った場合、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加

算する。 

  ロ 集中的支援加算（Ⅱ）                500単位／日 

指定短期入所事業所、指定障害者支援施設、指定共同生活援助事業所又

は指定障害児入所施設が、集中的な支援が必要な利用者を他の指定障害福

祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に

対して集中的な支援を行った場合、３月以内の期間について、１日につき

所定単位数を加算する。 

※ ロの集中的支援加算（Ⅱ）を算定する場合は、イの集中的支援加算（Ⅰ）

も算定可能。 

 

（５）視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の拡充【生活介護、施設入所支援、共同生活

援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ

型、就労継続支援Ｂ型】 

 視覚、聴覚、言語機能に重度の障害がある利用者を多く受け入れている事業

所において、様々なコミュニケーション手段を持つ利用者との交流にも配慮し

つつ、より手厚い支援体制をとっている事業所を更に評価する。 

［現  行］ 

   視覚・聴覚言語障害者支援体制加算             41単位／日 

  視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100分の

30以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職員を利用

者の数を50で除した数以上配置していること。 

 

［見直し後］ 

イ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅰ）       51単位／日 

    視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100

分の50以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職

員を利用者の数を40で除した数以上配置していること。 

   ロ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅱ）       41単位／日 

    視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100

分の30以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職

員を利用者の数を50で除した数以上配置していること。 
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（６）意思決定支援の推進【障害児相談支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅

訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設を

除く全サービス】 
① 相談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準において、「事業者は、

利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の

意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない」旨明記するととも

に、障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドラインの内容を相

談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準や解釈通知に反映させる。 

 

② 相談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準において、サービス担

当者会議及び個別支援会議について、本人の心身の状況等によりやむを得

ない場合を除き障害者本人の参加を原則とし、会議において本人の意向等

を確認することとする。 

 

（７）本人の意向を踏まえたサービス提供（同性介助）【計画相談支援、障害児相談支

援、地域相談支援、自立生活援助、就労定着支援を除く全サービス】 
各障害福祉サービス事業等の指定基準の解釈通知において、「本人の意思に

反する異性介助がなされないよう、サービス管理責任者等がサービス提供に

関する本人の意向を把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供

体制の確保に努めるべき」旨明記する。 

 

（８）障害者虐待防止の推進【全サービス】 

① 令和４年度から義務化された障害者虐待防止措置を未実施の障害福祉サー

ビス事業所等に対して、基本報酬を減算する。 

 

② 指定基準の解釈通知において、 

 ・ 虐待防止委員会（身体拘束適正化委員会を含む。）において、外部の第三

者や専門家の活用に努めることや、 

 ・ 障害福祉サービス事業所等の管理者及び虐待防止責任者が、都道府県の

実施する虐待防止研修を受講することが望ましいこと 

 を明示する。 

≪虐待防止措置未実施減算【新設】≫ 

次の基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。 

 ① 虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者

に周知徹底を図ること 

② 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること 

③  上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと 
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（９）身体拘束等の適正化の推進【計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支援、自立生

活援助、就労定着支援を除く全サービス】 
① 施設・居住系サービスについて、身体拘束等の適正化の徹底を図る観点か

ら、減算額を引き上げる。 

 

② 訪問・通所系サービスについて、減算額を見直す。 

≪身体拘束廃止未実施減算の見直し≫ 

［現  行］ 

 基準を満たしていない場合に、１日につき５単位を所定単位数から減算す

る。 

［見直し後］ 

（施設・居住系サービス）※１ 

基準を満たしていない場合に、所定単位数の10％を減算する。 

（訪問・通所系サービス）※２ 

基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。 

 

 ※１ 障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サー

ビスを含む）、療養介護、障害児入所施設、共同生活援助、宿泊型自立訓

練 

※２ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支

援、生活介護、短期入所、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く）、就労選択

支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達

支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問

支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く） 

 

（10）個別支援計画の共有【短期入所、就労選択支援、計画相談支援、障害児相談支援、地域

定着支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設を除く全サービス】 

   指定基準において、各サービスの個別支援計画について、指定特定（障害児）

相談支援事業所にも交付しなければならないこととする。 

 

（11）高次脳機能障害を有する者に対する報酬上の評価 

① 高次脳機能障害に関する研修を受講した常勤の相談支援専門員を配置する

事業所を評価する。【計画相談支援・障害児相談支援】 

≪高次脳機能障害支援体制加算【新設】≫ 

イ 高次脳機能障害支援体制加算（Ⅰ） 60単位／日 

   高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配

置した上で、その旨を公表しており、かつ、当該相談支援専門員により、高
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次脳機能障害を有する利用者に対して現に指定計画相談支援を行っている

場合に加算する。 

 ロ 高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ） 30単位／日 

   高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配

置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

※ 以上の内容は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても同

様。 

 

② 高次脳機能障害を有する利用者が一定数以上であって、専門性を有する職

員が配置されている事業所等を評価する。【生活介護、施設入所支援、共同生活援

助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、

就労継続支援Ｂ型】 

≪高次脳機能障害者支援体制加算【新設】≫         41単位／日 

   高次脳機能障害を有する利用者が全体の利用者数の100分の30以上であっ

て、高次脳機能障害支援者養成研修を修了した従業者を事業所に50：１以上

配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

（12）人員基準における両立支援への配慮等【全サービス】 

障害福祉の現場において、治療と仕事の両立を進め、職員の定着促進を図る

観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定における「常勤」要件及び「常

勤換算」要件について、以下の見直しを行う。 

・ 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等

の短時間勤務制度を利用する場合に加えて、「治療と仕事の両立ガイドライ

ン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時

間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。 

・ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライ

ン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以

上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。 

 

（13）障害福祉現場の業務効率化等を図るためのＩＣＴの活用等【全サービス】 

① 管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を

適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行

うことである旨を明確化した上で、管理者は、その責務を果たせる場合であ

って、事故発生時等の緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定め、

必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合にあっては、同一敷地内

等に限らず、同一の事業者によって設置される他の事業所等（介護サービス

事業所等の他分野のサービス事業所を含む。）の管理者又は従業者と兼務で
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きることとする。 

 

② 管理者について、介護分野における取扱いに準じ、以下のような措置を講

じた上で、管理上支障が生じない範囲内において、テレワークにより管理業

務を行うことが可能であることを示す。 

・ 利用者及び従業者と管理者の間で適切に連絡が取れる体制を確保してい

ること。 

・ 事故発生時、利用者の状態の急変時、災害の発生時等、緊急時の対応に

ついて、あらかじめ対応の流れを定めておくとともに、必要に応じて管理

者自身が速やかに出勤できるようにしていること。 

また、人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている管理者以

外の職種又は業務のテレワークに関して、個人情報を適切に管理していること、

利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、具体的な考え方を示す。 

 

③ 障害福祉サービス等事業者が障害者総合支援法等の規定に基づいて地方

公共団体に対して提出する指定申請関連文書、報酬請求関連文書等について、

令和５年度中に標準様式及び標準添付書類を作成する。 

 

（14）業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取組の強化【全サービス】 

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービス等を継続

的に提供できる体制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求

める観点から、感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策

定の場合、基本報酬を減算する。その際、一定程度の取組を行っている事業所

に対し経過措置を設けることとする。 

≪業務継続計画未策定減算【新設】≫            

 以下の基準に適応していない場合、所定単位数を減算する。 

 ・ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を       

  継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

  の計画（業務継続計画）を策定すること 

 ・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

 

  ※ 令和７年３月31日までの間、「感染症の予防及びまん延防止のための指 

   針の整備」及び「非常災害に関する具体的計画」の策定を行っている場

合には、減算を適用しない。 

    ただし、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等  

   包括支援、自立生活援助、就労定着支援、居宅訪問型児童発達支援、保育 

   所等訪問支援、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着 
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   支援については、「非常災害に関する具体的計画」の策定が求められてい

ないこと等を踏まえ、令和７年３月31日までの間、減算を適用しない。 

  ※ 就労選択支援については、令和９年３月31日までの間、減算を適用し

ない経過措置を設ける。 

 

 （減算単位） 

 ・ 所定単位数の３％を減算 

   （対象サービス：療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者

支援施設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、

障害児入所施設） 

 ・ 所定単位数の１％を減算 

   （対象サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障 

    害者等包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊

型自立訓練を除く。）、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、就

労選択支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談

支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支

援、保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）） 

 

（15）障害者支援施設等における医療機関との連携強化・感染症対応力の向上【施

設入所支援、共同生活援助、福祉型障害児入所施設】 

  ① 感染症発生時に備えた平時からの対応として、障害者支援施設等は、感染

者の対応を行う協定締結医療機関と連携し、新興感染症の発生時等における

対応を取り決めることを努力義務とするとともに、協力医療機関が協定締結

医療機関である場合には、新興感染症の発生時等における対応についても協

議を行うことを義務付ける。 

感染症発生時における施設内感染防止等のため、平時から一定の体制を構

築している場合、加算で評価する。 

    また、医科診療報酬点数表の感染対策向上加算の届出を行った医療機関か

ら、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指導を受けることに

ついて評価する。 

≪運営基準【新設】≫ 

① 指定障害者支援施設等は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

② 指定障害者支援施設等は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応について協議を行わなければならない。 
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≪障害者支援施設等感染対策向上加算【新設】≫ 

 イ 障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ）        10単位／月 

以下の（１）から（３）までのいずれにも適合するものとして都道府県知

事に届け出た指定施設入所支援等の単位において、１月につき所定単位数を

加算する。 

  （１）第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行

う体制を確保していること。 

  （２）協力医療機関等との間で、感染症の発生時の対応を取り決めるととも

に、感染症の発生時に、協力医療機関等と連携し適切に対応することが

可能であること。 

  （３）医科診療報酬点数表の感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に

係る届出を行った医療機関が行う院内感染対策に関する研修又は訓練

に１年に１回以上参加していること。 

 

 ロ 障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ）         ５単位／月 

医科診療報酬点数表の感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関か

ら３年に１回以上実地指導を受けているものとして都道府県知事に届け出

た指定施設入所支援等の単位において、１月につき所定単位数を加算する。 

 

② 障害者支援施設等が新興感染症等の発生時に施設内療養を行う場合、感染

拡大に伴う病床ひっ迫時の対応として、必要な体制を確保した上で施設内療

養を行うことに対し、適切な感染対策を行っていることなどの要件を設け、

評価を行う。 

≪新興感染症等施設療養加算【新設】≫            240単位／日 

入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に、相談対応、診

療、入院調整等を行う医療機関を確保している指定障害者支援施設等におい

て、当該入所者に対し、適切な感染対策を行った上で、指定施設入所支援等を

行った場合に、１月に５日を限度として所定単位数を加算する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める感染症については、今後のパンデミック発生時

に必要に応じて指定する。 

 

（16）情報公表未報告の事業所への対応【全サービス】 

  ① 利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化 

   の推進を図る観点から、障害福祉サービス等情報公表システム上、未報告と 

   なっている事業所に対する「情報公表未報告減算」を新設する。 

24



 

18 

 

  ② また、施行規則において、都道府県知事は指定障害福祉サービス事業者等 

   の指定の更新に係る申請があった際に、情報公表に係る報告がされているこ 

   とを確認することとする。 

≪情報公表未報告減算【新設】≫   

  障害者総合支援法第76条の３の規定に基づく情報公表に係る報告がされて

いない場合、所定単位数を減算する。 

 ・ 所定単位数の10％を減算 

   （対象サービス：療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者

支援施設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、

障害児入所施設） 

 ・ 所定単位数の５％を減算 

   （対象サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障 

    害者等包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊

型自立訓練を除く。）、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、就

労選択支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談

支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、

保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）） 

 

≪都道府県等による確認【新設】≫  

  都道府県知事等は、指定障害福祉サービス事業者等の指定の更新に係る申請

があったときは、当該申請に係る事業者から障害者総合支援法第76条の３の規

定に基づく情報公表に係る報告がされていることを確認するものとする。 

 

（17）地域区分の見直し【全サービス】 

地域区分について、令和３年度報酬改定と同様に、類似制度である介護報酬

における地域区分との均衡を考慮し、原則、公務員の地域手当の設定に準拠し

ている介護報酬の地域区分の考え方に合わせることとする。 

また、平成30年度報酬改定の際に設けられた経過措置（平成30年以前の見直

し前の上乗せ割合から見直し後の最終的な上乗せ割合の範囲において設定可

能とするもの）を適用している自治体において、当該自治体の意向により、当

該経過措置を令和９年３月31日まで延長することを認める。 

さらに、平成30年度報酬改定時以降に、介護報酬と同じ区分に変更した自治

体について、当該自治体の意向により、現行の区分と従前の区分の範囲内で設

定することを認める（令和８年度末までの適用）。 

 → 「地域区分の見直しについて」（別紙３）参照 
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（18）補足給付の基準費用額の見直し【施設入所支援、障害児入所支援】 

   施設入所者の食費や居住に要する費用（食費・光熱水費）については、低所

得者に係る負担を軽減するため、基準費用額（食費・光熱水費に係る平均的な

費用の額）から、所得に応じた負担限度額を控除した差額を「補足給付」とし

て支給しているが、この補足給付の基準費用額について、令和５年障害福祉サ

ービス等経営実態調査結果等を踏まえて見直す。 

 

（19）食事提供体制加算の経過措置の取扱い【生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・

生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 
   令和６年３月31日までの経過措置とされていた食事提供体制加算については、

食事提供時における栄養面での配慮を評価する観点から、一定の要件を満たす

場合に評価することとし、令和９年３月31日まで経過措置を延長する。 

≪食事提供体制加算の見直し≫  

通所系：30単位／日 短期入所、宿泊型自立訓練：48単位／日 

［現  行］ 

  収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16万

円未満）の利用者に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用し

て、食事の提供を行った場合に所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16万

円未満）の利用者に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用し

て、次の①から③までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に所定単

位数を加算する。 

① 管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること（外部委託可）又は、栄養

ケア・ステーション若しくは保健所等の管理栄養士又は栄養士が栄養面に

ついて確認した献立であること 

② 利用者ごとの摂食量を記録していること 

③ 利用者ごとの体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していること 

 

（20）施設入所者の送迎加算の取扱い【生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労

≪補足給付に係る基準費用額の見直し≫ 

［現  行］     ［見直し後］ 

基準費用額 ５４，０００円 → ５５，５００円 
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選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 
   施設入所者が希望する日中活動の提供を促進するため、障害者支援施設と隣

接してない生活介護事業所等への送迎については、施設入所者についても送迎

加算を算定可能とする。 

≪送迎加算の対象拡充≫ 

［現  行］ 

  指定生活介護事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）に対して、

その居宅等と指定生活介護事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき

所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

指定生活介護事業所等において、利用者（指定障害者支援施設と同一敷地内

又は隣接する指定生活介護事業所等を利用する施設入所者を除く。）に対して、

その居宅等と指定生活介護事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき

所定単位数を加算する。 

 

２ 訪問系サービス 

（１）居宅介護 

① 居宅介護の特定事業所加算の加算要件の見直し 

・ 特定事業所加算の算定にあたり、専門的な支援技術を必要とする重度障

害児への支援が評価できるように、加算要件の「重度障害者への対応」、「中

重度障害者への対応」の中に、「重度障害児（重症心身障害児、医療的ケア

児）への対応」を追加する。 

≪居宅介護の特定事業所加算の加算要件の見直し≫ 

  良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、条件に応じて、所

定単位数に加算する。 

 ・特定事業所加算（Ⅰ）（①～③のすべてに適合） 所定単位数の20％に加算 

 ・特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合）    所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合）      所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅳ）（①及び④に適合）      所定単位数の５％を加算 

 

[現  行] 

① サービス提供体制の整備（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等） 

② 良質な人材の確保（介護福祉士の割合が30％以上等） 

③ 重度障害者への対応（区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする

者の占める割合が30％以上） 
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こととする。 

 

⑨ 計画相談支援事業との連携・役割分担 

指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当該

結果に係る情報を、利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しなければ

ならないこととする。指定就労移行支援事業者等は、利用者に対し、指定計

画相談支援を行う者と連携し、定期的に就労選択支援に関する情報提供を行

うものとする。 

相談支援専門員は、利用者が就労移行支援又は就労継続支援を利用してい

る場合であって、モニタリングの結果等を踏まえて就労選択支援の利用が必

要と認められるときは、就労移行支援事業者又は就労継続支援事業者と連携

し、就労選択支援に関する情報の提供等を行うものとする。また、利用者が

就労選択支援を利用している場合には、アセスメントの結果等を踏まえてサ

ービス等利用計画の見直しを行うとともに、就労選択支援事業者と連携し、

必要な情報の提供及び助言、関係機関との連絡調整等を行わなければならな

いこととする。 

 

⑩ 基本報酬・加算の設定 

ア 基本報酬の設定 

就労選択支援の基本報酬は、サービス提供日に応じた日額報酬とする。 

≪就労選択支援サービス費の設定【新設】≫ 

就労選択支援サービス費（１日につき） 1,210単位 

 

  イ その他の加算と減算の設定 

    ① 加算 

      視覚・聴覚言語障害者支援体制加算、高次脳機能障害者支援体制加算、

利用者負担上限額管理加算、食事提供体制加算、福祉専門職員配置等加

算、欠席時対応加算、医療連携体制加算、送迎加算、在宅時生活支援サ

ービス加算、福祉・介護職員等処遇改善加算 

    ② 減算 

      虐待防止措置未実施減算、身体拘束廃止未実施減算、業務継続計画未

策定減算、情報公表未報告減算 

 

 

７ 相談系サービス 

（１）計画相談支援・障害児相談支援 
※ 以下の見直し内容①～⑨は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても同

様。 
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① 基本報酬の見直し 

・ 機能強化型（継続）サービス利用支援費（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）について、

「協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必要

な取組を実施していること」及び「基幹相談支援センターが行う地域の相

談支援体制の強化の取組に参画していること」を要件に加えるとともに、

更に評価する。 

・ 複数事業所が協働で体制を確保することにより、機能強化型（継続）サ

ービス利用支援費を算定できる場合の要件について、現行の内容に加えて、

「地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を確保するとともに、

協議会に定期的に参画していること」についても、対象に加える。 

≪機能強化型サービス利用支援費等の拡充≫ 

［現  行］ 

イ サービス利用支援費 

(1) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）   1,864単位 

 (2) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ）   1,764単位 

 (3) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）   1,672単位 

 (4) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ）   1,622単位 

(5) サービス利用支援費（Ⅰ）        1,522単位 

 (6) サービス利用支援費（Ⅱ）          732単位 

ロ 継続サービス利用支援費 

(1) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅰ） 1,613単位 

 (2) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅱ） 1,513単位 

 (3) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅲ） 1,410単位 

 (4) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ） 1,360単位 

(5) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）      1,260単位 

 (6) 継続サービス利用支援費（Ⅱ）        606単位 

 

［見直し後］ 

イ サービス利用支援費 

(1) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）   2,014単位 

 (2) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ）   1,914単位 

 (3) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）   1,822単位 

 (4) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ）   1,672単位 

(5) サービス利用支援費（Ⅰ）        1,572単位 

 (6) サービス利用支援費（Ⅱ）          732単位 

ロ 継続サービス利用支援費 

(1) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅰ） 1,761単位 

 (2) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅱ） 1,661単位 

 (3) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅲ） 1,558単位 
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 (4) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ） 1,408単位 

(5) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）      1,308単位 

 (6) 継続サービス利用支援費（Ⅱ）        606単位 

 

（機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）を算定する事業所の要件

について、以下の下線の内容を追加） 

  ① 協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必

要な取組を実施していること。 

 ② 基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画

していること。 

 ③ 運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置付け

られていることを定めていること又は地域生活支援拠点等に係る関係機

関との連携体制を確保するとともに、協議会に定期的に参画しているこ

と。（複数事業所が協働で体制を確保する場合の要件） 

   

 ※１ 特別地域加算の対象地域のうち、従業者の確保が著しく困難な地域に

所在する指定特定相談支援事業所においては、都道府県と連携した上で

市町村が認める場合、配置される常勤の相談支援専門員のうち１名以上

が相談支援従事者現任研修を修了していることに代えて、当該相談支援

事業所以外に配置される主任相談支援専門員等により一定の指導及び助

言が行われる体制が確保されていることで足りるものとする。 

※２ 経過措置として、改正前に機能強化型サービス利用支援費を算定して

いた事業所においては、令和７年３月31日までの間は、上記①及び②の要

件を満たしているものとみなす。 

※３ 令和９年３月31日までの間は、以下のとおり取り扱う。 

   ・ 上記②の要件について、令和９月３月31日までの間において、市町村

が基幹相談支援センターを設置していない場合においては、地域の相

談支援の中核を担う機関として市町村長が認める指定特定相談支援事

業所等が行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画していることと

する。 

   ・ 上記③の要件について、令和９月３月31日までの間において、市町村

が地域生活支援拠点等を整備していない場合は、地域生活支援拠点等に

係る関係機関との連携体制を確保することに代えて、緊急の事態等への

対処及び地域における生活に移行するための活動に関する取組に協力

することで足りるものとする。  

 

② 質の高い相談支援を提供するための各種加算の見直し 

・ 主任相談支援専門員配置加算について、新たな区分を創設し、地域の相

談支援の中核的な役割を担う指定特定相談支援事業所において、主任相談

30



 

65 

支援専門員が地域の相談支援事業所の従事者に対し、その資質の向上のた

め指導・助言を実施している場合、更に評価する。 

・ 地域体制強化共同支援加算の算定要件について、現行の内容に加えて、

「地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を確保するとともに、

協議会に定期的に参画すること」についても、対象に加える。 

≪主任相談支援専門員配置加算の拡充≫ 

［現  行］ 

 主任相談支援専門員配置加算 100単位／月 

 ※ 主任相談支援専門員を事業所に配置した上で、事業所の従業者等に対し

当該主任相談支援専門員がその資質の向上のために研修を実施した場合に

加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ） 300単位／月 

 ※ 地域の相談支援の中核的な役割を担う指定特定相談支援事業所であっ

て、主任相談支援専門員を当該事業所に配置した上で、当該主任相談支援専

門員が、 当該事業所の従業者及びその他の相談支援事業所の従事者に対

し、その資質の向上のため指導・助言を実施している場合に加算する。 

 ロ 主任相談支援専門員配置加算（Ⅱ） 100単位／月 

 ※ 主任相談支援専門員を事業所に配置した上で、当該主任相談支援専門員

が、当該事業所の従業者に対し、その資質の向上のために研修を実施した

場合に加算する。 

 

≪地域体制強化共同支援加算の見直し≫ 2000単位／月 

［現  行］ 

（算定要件） 

  運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられ

ていることを定めていること。 

 

［見直し後］ 

（算定要件） 

運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられ

ていることを定めていること又は地域生活支援拠点等に係る関係機関との連

携体制を確保するとともに、協議会に定期的に参画していること。 

 ※ 令和９月３月31日までの間において、市町村が地域生活支援拠点等を整

備していない場合は、地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を

確保することに代えて、緊急の事態等への対処及び地域における生活に移

行するための活動に関する取組に協力することで足りるものとする。 
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③ 適切な相談支援の実施 

・ 市町村ごとのセルフプラン率やモニタリング期間の設定状況について、

国が公表し、見える化する。さらに、今後、自治体による障害福祉計画に

基づく相談支援専門員の計画的な養成や、市町村における対象者の状況に

応じた柔軟なモニタリング期間の設定を促す方策を講じる。 

・ モニタリング期間について、地域移行に向けた意思決定支援の推進やラ

イフステージの変化が著しい児童期の特性の観点等から、モニタリング期

間を標準より短い期間で設定することが望ましい場合として、新たに以下

を追加する。 

➢  障害者支援施設又はグループホームを利用している者で、地域移行や

一人暮らし等に係る意思が明確化する前の段階にあって、居住の場の選

択について丁寧な意思決定支援を行う必要がある者 

➢  重度の障害を有する等により、意思決定支援のために頻回な関わりが

必要となる者 

➢  進学や就労をはじめとしたライフステージの移行期にある障害児や、

複数の事業所を利用する等により発達支援や家族支援に係る連絡調整

等が頻回に必要な障害児 

 

④ 医療等の多機関連携のための加算の見直し 

・ 医療・保育・教育機関等連携加算について、モニタリング時においても

算定を可能とする。 

 ・ 医療・保育・教育機関等連携加算及び集中支援加算について、利用者の

通院に同行し障害者等の状況を情報提供する場合や、関係機関等からの求

めに応じて障害者等の状況を情報提供する場合も加算の対象とするとと

もに、これらの場合について、一定の上限を設けた上で複数回の算定を可

能とする。また、連携の対象に訪問看護の事業所を加える。 

・ 上記以外の関係機関への訪問や情報提供等を評価する各種加算について

も、関係機関への訪問による本人の状況説明や各種調整に伴う業務負担を

踏まえ、単位数を引き上げる。 

≪医療・保育・教育機関等連携加算の拡充≫ 

［現  行］ 

  医療・保育・教育機関等連携加算 100単位／月 

  ※ 福祉サービス等提供機関（障害福祉サービス等を除く。以下①及び③に

おいて同じ。）の職員等と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供

を受けた上で、指定サービス利用支援を行った場合に加算する。 

 

［見直し後］ 
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  医療・保育・教育機関等連携加算     300単位／月（①－Ⅱ、②） 

200単位／月（①－Ⅰ） 

                      150単位／月（③） 

  ※ 指定（継続）サービス利用支援を実施する月において、次の①～③のい

ずれかの業務を行った場合に加算 

① 福祉サービス等提供機関の職員等と面談又は会議を行い、利用者に

関する必要な情報の提供を受けた上で、以下を行った場合 

Ⅰ 指定サービス利用支援 

 Ⅱ 指定継続サービス利用支援 

② 利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の

職員に対して、利用者の心身の状況、生活環境等の利用者に係る必要な

情報を提供した場合（算定回数については、月３回、同一の病院等につ

いては月１回を限度とする。） 

③ 福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、福祉サービス等提供

機関に対して利用者に関する必要な情報を提供した場合（病院及び訪

問看護の事業所、それ以外の福祉サービス等提供機関それぞれで月１

回を限度とする。） 

 

≪集中支援加算の拡充≫ 

［現  行］ 

 集中支援加算 300単位／月 

 ※ 指定（継続）サービス利用支援を実施する月以外の月において、次の①～

③のいずれかの業務を行った場合に加算 

  ① 障害福祉サービス等の利用に関して、利用者等の求めに応じ、月に２回

以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及び家族に面接する場合 

②・③ （略） 

 

［見直し後］ 

 集中支援加算 300単位／月（①～④） 

        150単位／月（⑤） 

 ※ 指定（継続）サービス利用支援を実施する月以外の月において、次の①～

⑤のいずれかの業務を行った場合に加算 

① 障害福祉サービス等の利用に関して、利用者等の求めに応じ、月に２回

以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及び家族に面接する場合（テレビ

電話装置等を活用して面接した場合を含む。ただし、月に１回は利用者の

居宅等を訪問し、面接することを要する。） 

②・③ （略） 

④ 利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の職
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員に対して、利用者の心身の状況、生活環境等の利用者に係る必要な情報

を提供した場合（算定回数については、月３回、同一の病院等については

月１回を限度とする。） 

⑤ 福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、福祉サービス等提供機

関に対して利用者に関する必要な情報を提供した場合（病院及び訪問看

護の事業所又はそれ以外の福祉サービス等提供機関の区分ごとに、それ

ぞれ月１回を限度とする。） 

 

≪入院時情報連携加算の拡充≫ 

［現  行］ 

イ 入院時情報連携加算（Ⅰ）  200単位／月 

 ロ 入院時情報連携加算（Ⅱ）  100単位／月 

 

［見直し後］ 

イ 入院時情報連携加算（Ⅰ）  300単位／月 

 ロ 入院時情報連携加算（Ⅱ）  150単位／月 

 

≪退院・退所加算の拡充≫ 

［現  行］ 

退院・退所加算                200単位／月 

 

［見直し後］ 

退院・退所加算                300単位／月 

 

≪居宅介護事業所等連携加算、保育・教育等移行支援加算の拡充≫ 

［現  行］ 
（計画相談） 
居宅介護支援事業所等連携加算 300単位／月（①、②） 
               100単位／月（③） 

（障害児相談） 
保育・教育等移行支援加算   300単位／月（①、②） 

100単位／月（③） 
 

 ※ 介護保険の居宅介護支援事業者等への引継に一定期間を要する者等に

対し、次の①～③のいずれかの業務を行った場合に加算 

① 月に２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接

する場合 

② （略） 

③ 他機関との連携に当たり、利用者の心身の状況等の必要な情報を提供

する場合 
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［見直し後］ 
（計画相談） 
居宅介護支援事業所等連携加算 300単位／月（①、②） 
               150単位／月（③） 

（障害児相談） 
保育・教育等移行支援加算   300単位／月（①、②） 

150単位／月（③） 

 

※ 介護保険の居宅介護支援事業者等への引継に一定期間を要する者等に対

し、次の①～③のいずれかの業務を行った場合に加算 

   ① 月に２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接

する場合（テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含む。ただし、月

に１回は利用者の居宅等を訪問し、面接することを要する。） 

② （略） 

③ 他機関との連携に当たり、利用者の心身の状況等の必要な情報を提供

する場合（単位数の変更のみ） 

 

⑤ 医療との連携のための仕組み 

・ 支給決定に際して市町村に提出された医師意見書について、本人の同意

を得た上で、相談支援事業所がサービス等利用計画案の作成に活用できる

旨、周知する。 

 

⑥ 高い専門性が求められる者の支援体制 

・ 要医療児者支援体制加算、行動障害支援体制加算、精神障害者支援体制

加算について、新たな区分を創設し、実際に医療的ケアを必要とする障害

児者等に対して相談支援を行っている事業所については更に評価すること

とし、それ以外の事業所については、報酬単価を見直す。 

≪要医療児者支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 要医療児者支援体制加算 35単位／月 

 ※ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を

事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 要医療児者支援体制加算（Ⅰ） 60単位／月 

 ※ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を

事業所に配置した上で、その旨を公表しており、かつ、当該相談支援専門員
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により、医療的ケア児者に対して現に指定計画相談支援を行っている場合

に加算する。 

 ロ 要医療児者支援体制加算（Ⅱ） 30単位／月 

 ※ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を

事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

≪行動障害支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 行動障害支援体制加算 35単位／月 

 ※ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事

業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 行動障害支援体制加算（Ⅰ） 60単位／月 

 ※ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事

業所に配置した上で、その旨を公表しており、かつ、当該相談支援専門員に

より、強度行動障害児者（障害支援区分３かつ行動関連項目等の合計点数が

10点以上である者）に対して現に指定計画相談支援を行っている場合に加

算する。 

 ロ 行動障害支援体制加算（Ⅱ） 30単位／月 

 ※ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事

業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

≪精神障害者支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 精神障害者支援体制加算 35単位／月 

 ※ 地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技

法等に関する研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、そ

の旨を公表している場合に加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 精神障害者支援体制加算（Ⅰ） 60単位／月 

 ※ 以下のいずれも満たす場合に加算する。 

・ 地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援

技法等に関する研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上

で、その旨を公表している場合。 

・ 利用者が通院する病院等における看護師（精神障害者の支援に関する

一定の研修を修了した者に限る。）又は精神保健福祉士と連携する体制が

構築されており、かつ、当該相談支援専門員により、精神障害者に対して
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現に指定計画相談支援を行っている場合。 

 ロ 精神障害者支援体制加算（Ⅱ） 30単位／月 

 ※ 地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技

法等に関する研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、そ

の旨を公表している場合に加算する。 

 

⑦ 相談支援に従事する人材の確保 

 ・ 機能強化型の基本報酬を算定している指定特定相談支援事業所であって、

かつ、主任相談支援専門員の指導助言を受ける体制が確保されている場合

には、常勤専従の社会福祉士又は精神保健福祉士である者を新たに「相談

支援員」として位置づけて、サービス等利用計画の原案の作成及びモニタ

リングの業務を行うことができるよう指定基準を見直す。 

 

⑧ ICTの活用等 

 ・ 以下の加算の要件である利用者への居宅訪問の一部について、テレビ電

話装置等による面談の場合も算定可能とする。（ただし、月１回は対面によ

る訪問を要件とする） 

➢  初回加算（契約日から３月を経過する日以降に、月２回以上、利用者

の居宅等を訪問して面接した場合） 

➢  集中支援加算（計画作成月・モニタリング月以外において、月２回以

上居宅訪問した場合） 

➢  居宅介護支援事業所等連携加算（月２回以上居宅訪問した場合） 

➢  保育・教育等移行支援加算（月２回以上居宅訪問した場合） 

≪初回加算の見直し≫     300単位／月（計画相談） 

［現  行］ 
 （算定要件） 

  ・ 新規にサービス等利用計画を作成する場合 

  ※ 月２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族と面接を行

った場合は、当該面接をした月分の単位数をさらに加算する。 

 
［見直し後］ 
 （算定要件） 

  ・ 新規にサービス等利用計画を作成する場合 

  ※ 月２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族と面接を行

った場合（テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含む。ただし、月

に１回は利用者の居宅等を訪問し、面接することを要する。）は、当該面

接をした月分の単位数をさらに加算する。 
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→ 集中支援加算、居宅介護支援事業所等連携加算、保育・教育等移行支援加算

についても同様。 

 

⑨ 離島や過疎地などにおける取扱い 

 ・ 離島や過疎地など特別地域加算の算定対象となる地域においては、都道

府県と連携した上で市町村が認める場合、以下の取扱いを可能とする。 

➢  居宅訪問を要件とするサービス等利用計画の作成やモニタリングに

ついて、指定特定相談支援事業所と利用者の居宅等との間に一定の距離

がある場合であって、面接を行う前月又は前々月に当該利用者の居宅等

を訪問してアセスメント又はモニタリングに係る面接を行った場合は、

テレビ電話装置等を活用して面接を行うことができることとする。 

➢  居宅訪問や事業所訪問を要件とする各種加算について、指定特定相談

支援事業所と訪問する居宅等の間に一定の距離がある場合は更に評価

する。 

➢  従たる事業所（サテライト）について、解釈通知において、主たる事

業所から30分で移動可能な範囲を超えて支援を行う場合であっても設

置を可能とする。 

➢  機能強化型の基本報酬の算定について、複数の事業所間が通常の相談

支援の実施地域を越える場合や、当該事業所以外の主任相談支援専門員

等により一定の指導・助言が行われる体制が確保されている場合も算定

可能とする。 

≪特別地域加算の対象区域におけるテレビ電話装置等の活用【新設】≫ 

 指定（継続）サービス利用支援について、相談支援専門員は、次に掲げる要件

をいずれも満たす場合には、テレビ電話装置等を活用して利用者に対するアセ

スメント又はモニタリングに係る面接を行うことができる。 

一 当該アセスメント又はモニタリングに係る利用者が特別地域加算の対象地

域に居住し、かつ、指定特定相談支援事業所と当該利用者の居宅等との間に一

定の距離があること。 

二 当該面接を行う日の属する月の前月又は前々月に、当該利用者の居宅等を

訪問してアセスメント又はモニタリングに係る面接を行ったこと。 

 

≪遠隔地訪問加算【新設】≫ 300単位／回 

 特別地域加算の対象区域に所在し、かつ、指定特定相談支援事業所との間に一

定の距離がある利用者の居宅等、病院等その他機関を訪問して、以下の加算を算

定する場合に、これらの加算の算定回数に応じて加算する。 

・初回加算（契約日から３月を経過する日以降に、月２回以上、利用者の居宅等

を訪問して面接した場合に限る。当該面接をした月数に応じて加算する。） 

・入院時情報連携加算（病院等への訪問による情報提供に限る。） 
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・退院・退所加算 

・居宅介護支援事業所等連携加算（利用者の居宅等への訪問により面接する場

合に限る。） 

・保育・教育等移行支援加算（利用者の居宅等への訪問により面接する場合に限

る。） 

・医療・保育教育機関等連携加算（福祉サービス等提供機関への訪問により情報

提供を受ける場合、利用者が病院等に通院するに当たり、病院等への訪問によ

り情報提供する場合に限る。） 

・集中支援加算（利用者の居宅等への訪問により面接する場合、利用者が病院等

に通院するに当たり、病院等への訪問により情報提供する場合に限る。） 

 

→機能強化型の基本報酬の算定について、①参照 

 

⑩ 障害児相談支援におけるこどもの最善の利益の保障、インクルージョンの

推進 

 ・ 運営基準において、事業所に対し、障害児等の意思の尊重、こどもの最

善の利益の優先考慮の下で、障害児支援利用計画の作成、サービス担当者

会議の実施を進めることを求める。 

 ・ 運営基準において、事業所に対し、障害児支援利用計画の作成や必要な

情報の提供・助言等の援助を行うにあたって、インクルージョンの観点を

踏まえること等、インクルージョンの推進に努めることを求める。 

 

 

８ 障害児支援 

（１）児童発達支援 

① 児童発達支援センターの一元化 

   ・ 児童発達支援センターの基準・基本報酬について、多様な障害児が身近

な地域で支援を受けられる体制整備を促進する観点から、福祉型・医療型

の類型を一元化するとともに、福祉型における３類型（障害児、難聴児、

重症心身障害児）の区分も一元化する。一元化後の新たな基準・基本報酬

は、現行の福祉型（障害児）を基本に設定する。 

   ・ 児童発達支援センターが治療を併せて行う場合には、上記の基準に加え

て、旧医療型で求めていた医療法に規定する診療所に必要とされる基準を

求める。 

・ 難聴児や重症心身障害児について、現行の基準で求めている体制等も踏

まえて、障害特性に応じた支援を行った場合の評価を行う（⑰⑲⑳参照）。 

   ・ なお、３年（令和９年３月３１日までの間）の経過措置期間を設け、こ

の間、一元化前の旧基準（医療型、難聴児、重症心身障害児）に基づく人
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※令和６年度見直し箇所については、右記のとおり記載する。 ：

居宅介護サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

重度訪問介護サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

同行援護サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 3

行動援護サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 4

重度障害者等包括支援サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 5

療養介護サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 6

生活介護サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

短期入所サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 11

施設入所支援サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 13

共同生活援助サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 15

自立生活援助サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

機能訓練サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

生活訓練サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 22

宿泊型自立訓練サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 24

就労移行支援サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 26

就労移行支援（養成）サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 28

就労継続支援Ａ型サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 30

就労継続支援Ｂ型サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 33

就労定着支援サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 36

就労選択支援サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 37

計画相談支援給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 38

障害児相談支援給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 39

地域相談支援給付費（地域移行支援） ・・・・・・・・・・・・・・・・ 40

地域相談支援給付費（地域定着支援） ・・・・・・・・・・・・・・・・ 41

児童発達支援給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 42

（令和９年３月31日までの間の経過的サービス費）

　（旧）主として難聴児経過的児童発達支援給付費 49

　（旧）主として重症心身障害児経過的児童発達支援給付費 53

　（旧）医療型経過的児童発達支援給付費 55

放課後等デイサービス給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 57

居宅訪問型児童発達支援給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 62

保育所等訪問支援給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 63

福祉型障害児入所施設給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 64

医療型障害児入所施設給付費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 68

赤字

目　　次

 ・・・・・・・・・・

 ・・・・・・・・・・

 ・・・・・・・・・・

障害福祉サービス費等の報酬算定構造

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部

こども家庭庁 支援局 障害児支援課
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○計画相談支援給付費

注 注 注 注 注 注 注 注

イ　サービス利用支援費 （１）機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ） (１月につき2,014単位） -582単位 -894単位

（２）機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ） (１月につき1,914単位） -582単位 -894単位

（３）機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ） (１月につき1,822単位） -582単位 -894単位

（４）機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ） (１月につき1,672単位） -582単位 -894単位

（５）サービス利用支援費（Ⅰ） (１月につき1,572単位） -582単位 -894単位

（６）サービス利用支援費（Ⅱ） (１月につき732単位） -54単位

ロ　継続サービス利用支援費 （１）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅰ） (１月につき1,761単位） -633単位 -945単位 -20単位

（２）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅱ） (１月につき1,661単位） -633単位 -945単位 -20単位

（３）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅲ） (１月につき1,558単位） -633単位 -945単位 -20単位

（４）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ） (１月につき1,408単位） -633単位 -945単位 -20単位

（５）継続サービス利用支援費（Ⅰ） (１月につき1,308単位） -633単位 -945単位 -20単位

（６）継続サービス利用支援費（Ⅱ） (１月につき606単位） -243単位

利用者負担上限額管理加算（月１回を限度）

(1回につき150単位を加算 )

初回加算 遠隔地訪問加算（注の面接
月数に応じて算定）

(１月につき300単位を加算 ) ＋300単位

主任相談支援専門員配置加算 イ　主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ） (１月につき300単位を加算 )

ロ　主任相談支援専門員配置加算（Ⅱ） (１月につき100単位を加算 )

入院時情報連携加算 イ　入院時情報連携加算（Ⅰ）
(１月につき300単位を加算 )

遠隔地訪問加算（左記加算
の算定回数に応じて算定）

＋300単位

ロ　入院時情報連携加算（Ⅱ） (１月につき150単位を加算 )

退院・退所加算（３回を限度） 遠隔地訪問加算（左記加算
の算定回数に応じて算定）

(１回につき300単位を加算 ) ＋300単位

居宅介護支援事業所等連携加算（訪問、会議参加、情報提供それぞれで月１回を限度）

(情報提供以外：1月につき300単位を加算 )
遠隔地訪問加算（左記加算
の算定回数に応じて算定）
※訪問に限る

＋300単位

(情報提供：１月につき150単位を加算 )

医療・保育・教育機関等連携加算 (面談（計画作成月）：1月につき200単位を加算 )

　（面談、情報提供（病院等、それ以外）はそれぞれで月１回、通院同行は月３回を限度） (面談（モニタリング月）：1月につき300単位を加算 )

(通院同行：１回につき300単位を加算 ) ＋300単位

(情報提供：１回につき150単位を加算 )

(訪問、会議開催、会議参加：1月につき300単位を加算 )
遠隔地訪問加算（左記加算
の算定回数に応じて算定）
※訪問、通院同行に限る

　 (通院同行：１回につき300単位を加算 ) ＋300単位

(情報提供：１回につき150単位を加算 )

サービス担当者会議実施加算

(１月につき100単位を加算 )

サービス提供時モニタリング加算

(１月につき100単位を加算 )

行動障害支援体制加算 イ　行動障害支援体制加算（Ⅰ） (１月につき60単位を加算 )

ロ　行動障害支援体制加算（Ⅱ） (１月につき30単位を加算 )

要医療児者支援体制加算 イ　要医療児者支援体制加算（Ⅰ） (１月につき60単位を加算 )

ロ　要医療児者支援体制加算（Ⅱ） (１月につき30単位を加算 )

精神障害者支援体制加算 イ　精神障害者支援体制加算（Ⅰ） (１月につき60単位を加算 )

ロ　精神障害者支援体制加算（Ⅱ） (１月につき30単位を加算 )

高次脳機能障害支援体制加算 イ　高次脳機能障害支援体制加算（Ⅰ） (１月につき60単位を加算 )

ロ　高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ） (１月につき30単位を加算 )

ピアサポート体制加算

(１月につき100単位を加算 )

地域生活支援拠点等相談強化加算（月４回を限度）

(１回につき700単位を加算 )

地域体制強化共同支援加算（月１回を限度）

(１回につき2,000単位を加算 )

地域生活支援
拠点等機能強
化加算

１月につき500
単位

１月につき500
単位

虐待防止措置
未実施減算

特別地域加算

＋15／100

業務継続計画
未策定減算

情報公表未報
告減算

×99／100
注　令和７年４
月１日から適用

×95／100×99／100

基本部分

居宅介護支援
費重複減算Ⅰ

居宅介護支援
費重複減算Ⅱ

介護予防支援
費重複減算

集中支援加算
　（訪問、会議開催、会議参加、情報提供（病院等、それ以外）は
　　それぞれで月１回、通院同行は月３回を限度） 注１　基本報酬算定月は算定不可

注２　会議参加については入院時情報連携加算（Ⅰ）及び退院・退所加算と選択することとし、併給不可

注　医療・保育・教育機関等連携加算のうち、面談との併給不可

注　新規に計画作成を行った場合であって、サービス等利用計画案の作成に一定の期間を要するなどの条件を満たす月について、その月数分の初回加算を
重ねて算定

注　初回加算と選択することとし、併給不可

注１　基本報酬算定月は算定不可（情報提供除く）
注２　初回加算との併給不可

遠隔地訪問加算（左記加算
の算定回数に応じて算定）
※面談、通院同行に限る

注１　面談については、初回加算又は退院・退所加算を算定し、かつ、退院又は退所する施設の職員のみから情報の提供を受けている場合は併給不可

44



○障害児相談支援給付費

注 注 注 注 注

イ　障害児支援利用援助費 （１）機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅰ） (１月につき2,201単位）

（２）機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅱ） (１月につき2,101単位）

（３）機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅲ） (１月につき2,016単位）

（４）機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅳ） (１月につき1,866単位）

（５）障害児支援利用援助費（Ⅰ） (１月につき1,766単位）

（６）障害児支援利用援助費（Ⅱ） (１月につき815単位）

ロ　継続障害児支援利用援助費 （１）機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅰ） (１月につき1,896単位）

（２）機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅱ） (１月につき1,796単位）

（３）機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅲ） (１月につき1,699単位）

（４）機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅳ） (１月につき1,548単位）

（５）継続障害児支援利用援助費（Ⅰ） (１月につき1,448単位）

（６）継続障害児支援利用援助費（Ⅱ） (１月につき662単位）

利用者負担上限額管理加算（月1回を限度）

(1回につき150単位を加算 )

初回加算 遠隔地訪問加算
（注の面接月数に応じて算定）

(１月につき500単位を加算 ) ＋300単位

主任相談支援専門員配置加算 イ　主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ）
(１月につき300単位を加算 )

ロ　主任相談支援専門員配置加算（Ⅱ）
(１月につき100単位を加算 )

入院時情報連携加算 イ　入院時情報連携加算（Ⅰ）
(1月につき300単位を加算 )

遠隔地訪問加算（左記加算の
算定回数に応じて算定）

＋300単位

ロ　入院時情報連携加算（Ⅱ）
(1月につき150単位を加算 )

退院・退所加算（３回を限度） 遠隔地訪問加算（左記加算の
算定回数に応じて算定）

(1回につき300単位を加算 ) ＋300単位

保育・教育等移行支援加算（訪問、会議参加、情報提供それぞれで月１回を限度）

(情報提供以外：1月につき300単位を加算 )
遠隔地訪問加算（左記加算の
算定回数に応じて算定）
※訪問に限る

＋300単位

(情報提供：１月につき150単位を加算 )

医療・保育・教育機関等連携加算
(面談（計画作成月）：1月につき200単位を加算 )

　（面談、情報提供（病院等、それ以外）はそれぞれで月１回、通院同行は月３回を限度）
(面談（モニタリング月）：1月につき300単位を加算 )

(通院同行：１回につき300単位を加算 ) ＋300単位

(情報提供：１回につき150単位を加算 )

(訪問、会議開催、会議参加：1月につき300単位を加算 )
遠隔地訪問加算（左記加算の
算定回数に応じて算定）
※訪問、通院同行に限る

　 (通院同行：１回につき300単位を加算 ) ＋300単位

(情報提供：１回につき150単位を加算 )

サービス担当者会議実施加算

(1月につき100単位を加算 )

サービス提供時モニタリング加算

(1月につき100単位を加算 )

行動障害支援体制加算 イ　行動障害支援体制加算（Ⅰ）
(１月につき60単位を加算 )

ロ　行動障害支援体制加算（Ⅱ）
(１月につき30単位を加算 )

要医療児者支援体制加算 イ　要医療児者支援体制加算（Ⅰ）
(１月につき60単位を加算 )

ロ　要医療児者支援体制加算（Ⅱ）
(１月につき30単位を加算 )

精神障害者支援体制加算 イ　精神障害者支援体制加算（Ⅰ）
(１月につき60単位を加算 )

ロ　精神障害者支援体制加算（Ⅱ）
(１月につき30単位を加算 )

高次脳機能障害支援体制加算 イ　高次脳機能障害支援体制加算（Ⅰ）
(１月につき60単位を加算 )

ロ　高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ）
(１月につき30単位を加算 )

ピアサポート体制加算

(1月につき100単位を加算 )

地域生活支援拠点等相談強化加算（月４回を限度）

(1回につき700単位を加算 )

地域体制強化共同支援加算（月１回を限度）

(1回につき2,000単位を加算 )

注１　基本報酬算定月は算定不可
注２　会議参加については入院時情報連携加算（Ⅰ）及び退院・退所加算と選択することとし、併
給不可

注　医療・保育・教育機関等連携加算のうち、面談との併給不可

集中支援加算
　（訪問、会議開催、会議参加、情報提供（病院等、それ以外）は
　　それぞれで月１回、通院同行は月３回を限度）

×99／100
×99／100
注　令和７年４
月１日から適用

×95／100 ＋15／100

１月につき500
単位

１月につき500
単位

遠隔地訪問加算（左記加算の
算定回数に応じて算定）
※面談、通院同行に限る

注　新規に計画作成を行った場合であって、サービス等利用計画案の作成に一定の期間を要す
るなどの条件を満たす月について、その月数分の初回加算を重ねて算定

注　初回加算と選択することとし、併給不可

注１　基本報酬算定月は算定不可（情報提供除く）
注２　初回加算との併給不可

注　面談については、初回加算又は退院・退所加算を算定し、かつ、退院又は退所する施設の
職員のみから情報の提供を受けている場合は併給不可

地域生活支援
拠点等機能強
化加算基本部分

虐待防止措置
未実施減算

業務継続計画
未策定減算

情報公表未報
告減算

特別地域加算
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○地域相談支援給付費（地域移行支援）

注 注 注 注 注

地域移行支援サービス費
(１月につき3,613単位）

(１月につき3,157単位）

(１月につき2,422単位）

初回加算

(１月につき500単位を加算 )

集中支援加算

(１月につき500単位を加算 )

退院・退所月加算

(１月につき2,700単位を加算 )

障害福祉サービスの体験利用加算 (１日につき500単位を加算 )

(１日につき250単位を加算 )

イ　体験宿泊加算（Ⅰ） (１日につき300単位を加算 )

ロ　体験宿泊加算（Ⅱ） (１日につき700単位を加算 )

ピアサポート体制加算

(１月につき100単位を加算 )

居住支援連携体制加算

( １月につき35単位を加算 )

地域居住支援体制強化推進加算（月1回を限度）

( １回につき500単位を加算 )

注　入院期間が3月以上1年未満の場合
　　＋500単位

地域生活支援拠点
等機能強化加算

１月につき500単位

特別地域加算

＋15／100

業務継続計画未策
定減算

情報公表未報告減
算

×99／100
注　令和７年４月１日
から適用

×95／100×99／100

基本部分

虐待防止措置未実
施減算

イ　地域移行支援サービス費（Ⅰ）

ロ　地域移行支援サービス費（Ⅱ）

ハ　地域移行支援サービス費（Ⅲ）

イ　障害福祉サービスの体験利用加算（Ⅰ） 注　地域生活支援拠点等の場合
　　＋50単位ロ　障害福祉サービスの体験利用加算（Ⅱ）

体験宿泊加算 注　地域生活支援拠点等の場合
　　＋50単位
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○地域相談支援給付費（地域定着支援）

注 注 注 注 注

イ　体制確保費 (１月につき315単位）

(1)　緊急時支援費（Ⅰ） (１日につき734単位）
注　地域生活支
援拠点等の場合
＋50単位

(2)　緊急時支援費（Ⅱ） (１日につき98単位）

ピアサポート体制加算

(１月につき100単位を加算 )

日常生活支援情報提供加算（月1回を限度）

( １回につき100単位を加算 )

居住支援連携体制加算

( １月につき35単位を加算 )

地域居住支援体制強化推進加算（月1回を限度）

( １回につき500単位を加算 )

地域生活支援拠
点等機能強化加
算

特別地域加算

地域定着支援サービス費
１月につき500単
位

＋15／100

ロ　緊急時支援費

虐待防止措置未実
施減算

情報公表未報告減
算

×95／100

業務継続計画未策
定減算

×99／100
注　令和７年４月１日
から適用

基本部分

×99／100
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離島振興対策実施地
域

特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注２)

岡山市 犬島

旧御津町
旧建部村
旧上建部村
旧鶴田村

－ あり

玉野市 石島 － － あり

備前市
大多府島
頭島 全域 全域 あり

瀬戸内市 前島 旧牛窓町 旧牛窓町 なし

赤磐市 －

旧笹岡村
旧熊山村
旧山方村
旧佐伯北村

旧赤坂町
旧吉井町

あり

和気町 －
旧佐伯村
旧和気町

全域 あり

吉備中央町 －

旧都賀村
旧円城村
旧新山村
旧江与味村
旧豊野村
旧下竹荘村

全域 あり

倉敷市
松島
六口島

－ － －

笠岡市

高島
白石島
北木島
真鍋島
小飛島
大飛島
六島

旧神島内村
旧北木島村
旧真鍋島村

－ あり

井原市 －
旧井原市
旧宇戸村
旧芳井町

全域 あり

総社市 －

旧池田村
旧日美村
旧下倉村
旧富山村

－ あり

高梁市 － 全域 全域 あり

新見市 － 全域 全域 あり

旧津賀村（広面・上加茂・下加茂・美原・加茂市場・高谷・平岡・上
野・竹部）
旧円城村（上田東・細田・三納谷・上田西・円城・案田・高富・神
瀬・小森）
旧新山村（尾原・笹目・福沢・溝部）

－

－

旧宇戸村（宇戸谷・上高末・烏頭・宇戸）

旧下倉村（下倉）
旧富山村（宇山・種井・延原・槁）

旧中井村（西方・津々）
旧玉川村（下切・玉・増原）
旧宇治村（穴田・宇治・遠原・本郷）
旧高倉村（飯部・大瀬八長・田井）
旧上有漢村（上有漢）
旧吹屋町（吹屋・中野・坂本）
旧中村（布寄・羽根・長地・相坂・小泉）
旧大賀村（仁賀・上大竹・下大竹）
旧高山村（高山・高山市・大原）
旧平川村（平川）
旧湯野村（西山・東油野・西油野）

－

旧熊山村2-2（勢力・千躰・奥吉原）
旧山方村（是里・滝山・黒本・黒沢・中山）
旧佐伯北村（稲蒔・光木・石・八島田・暮田）
旧布都美村2-2（合田・中畑・石上・小鎌・西勢実・広戸）

旧佐伯村（津瀬・米沢・佐伯・父井原・矢田部・宇生・田賀・小坂・
加三方）
旧日笠村（保曽・日笠上・日笠下・木倉）

旧豊永村（豊永赤馬・豊永宇山・豊永佐伏）
旧熊谷村（上熊谷・下熊谷）
旧菅生村（菅生）
旧千屋村（千屋・千屋実・千屋井原・千屋花見）
旧上刑部村（上刑部・大井野）
旧丹治部村（田治部・布瀬）
旧神代村
旧新郷村
旧本郷村
旧万歳村
旧新砥村
旧矢神村
旧野馳村

令和４年４月１日現在

振興山村
（注１）

旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）
旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）
旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）
旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品田）

－

旧神根村（今崎・神根本・高田・和意谷）
旧三国村（加賀美・多麻・都留岐・笹目）

特別地域加算対象地域一覧表



離島振興対策地域
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注２)

浅口市 － 旧寄島町 旧寄島町 －

早島町 － － － －

里庄町 － － － －

矢掛町 － 旧美川村 全域 あり

津山市 －

旧一宮村
旧高田村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村
旧新野村
旧大井西村

旧加茂町
旧阿波村
旧勝北町
旧久米町

あり

真庭市 －

旧北房町
旧勝山町
旧津田村
旧美川村
旧河内村
旧湯原町
旧久世町
旧美甘村
旧川上村
旧中和村

全域 あり

美作市 －

旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村
旧豊田村
旧巨勢村
旧作東町
旧英田町

全域 あり

新庄村 － 全域 全域 あり

鏡野町 － 全域 全域 あり

勝央町 － － － あり

奈義町 － 旧豊並村 全域 あり

西粟倉村 － 全域 全域 あり

久米南町 －
旧弓削町
旧竜山村

全域 あり

美咲町 －

旧大垪和村
旧旭町
旧吉岡村
旧南和気村

全域 あり

旧富原村（若代・下岩・清谷・曲り・古呂々尾中・若代畝・高田山
上・月田本・岩井谷・岩井畝・上・野・後谷）
旧津田村（野原・舞高・旦土・吉・田原山上・上山）
旧湯原町（禾津・釘貫小川・下湯原・田羽根・都喜足・豊栄・仲間・
久見・本庄・見明戸・三世七原・社・湯原温泉）
旧二川村（粟谷・黒杭・種・小童谷・藤森）
旧美和村（余野上・余野下・樫西・樫東・目木・三崎・中原・台金
屋）
旧美甘村（鉄山・黒田・田口・延風・美甘）
旧中和村（下和・初和・別所・真加子・吉田）

旧弓削町（下弓削・西山寺・松・上弓削・塩之内・羽出木・全間・仏
教寺・下二ヶ・上二ヶ・泰山寺）

旧倭文西村（北・南・里・中）
旧江与味村2-2（江与味）
旧西川村（西垪和・西川・西川上）

注１：振興山村、特定農山村、過疎は平成合併前の旧市町村名で指定されています。

注２：辺地については、別表（辺地地域一覧表）により御確認ください。

旧梶並村（右手・真殿・梶並・楮・東谷上・東谷下）
旧栗広村2-1（長谷内・馬形・宗掛）
旧大野村（川上・滝・野形・桂坪・笹岡）
旧東粟倉村（後山・太田・川東・中谷・野原・東青野・東吉田）
旧豊田村（北原・友野・山口・山外野・大原・猪臥・海内・平田）
旧巨勢村2-1（巨勢・海田）
旧福山村（万善・国貞・鈴家・田渕・柿ヶ原）
旧巨勢村2-2（尾谷）
旧河会村（上山・中川・横尾・北・南・滝ノ宮）

全域

旧富村（大・楠・富仲間・富西谷・富東谷）
旧久田村（久田上原・久田下原・黒木・河内・土生）
旧泉村（井坂・女原・至孝農・杉・西屋・箱・養野）
旧羽出村（羽出・羽出西谷）
旧奥津村（奥津・奥津川西・下齋原・長藤）
旧上齋原村
旧中谷村（入・山城・中谷）

－

旧豊並村（馬桑・関本・小坂・高円・皆木・西原・行方）

全域

-

-

-

旧美川村（上高末・下高末・宇角・内田）

旧上加茂村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村（奥津川・川東・市場・案内・羽賀・大吉・西村・日本原・
大岩）
※旧新野村の日本原は該当しません。

振興山村
（注１）

令和４年４月１日現在



市町村名

岡山市 山上・石妻 杉谷 畑鮎 金山寺 北野 勝尾・小田 野口 東本宮

津山市 物見 河井・山下 黒木 阿波 奥津川 八社 新野山形 西上

玉野市 石島

笠岡市 高島 白石島 北木島 真鍋島 飛島

井原市 野上南部 池井 西星田 黒木 宇頭

総社市 延原・宇山

山際 柴倉 上野 追田 野呂 遠原 秋ヶ迫 楢井

丸岩 陣山 大津寄 西野呂 割出 中野 坂本 吹屋

小泉 長地 上大竹 高山 布賀 平川 湯野 西山

花見 井原 千屋 菅生 足見 土橋 赤馬 宇山

松仁子 法曽 大井野 上油野 三室 高瀬 三坂 青木

田淵 大野 荻尾 久保井野 高野川東

備前市 大多府島 加賀美 都留岐

是里東 是里西 是里中 滝山 中山 八島田・暮田 戸津野 石・平山

合田・中畑 小鎌・石上 中勢実・西勢実

清谷
曲り・

古呂々尾中
後谷 上・岩井畝

高田山上・
野・若代畝

見尾・真賀 神代 吉

田原山上
・上山

別所・佐引 関上 日野上 杉山・日の乢 藤森
杉成・河面

・大杉
粟谷

立石 三野瀬 種 福井 見明戸 鉄山 阿口 樽見

井殿

右手 真殿 梶並 東谷下 東谷上 宗掛 江ノ原 西町

滝 野形 田井 後山 中谷 東青野 山外野 海田

日指 角南 白水 万善 国貞 田渕 柿ヶ原 梶原

小房 宮原 上山 中川 北 粟井中 川上 桂坪

大成 大杉・加賀知田 上田土 南山方・丸山 奥塩田 北山方 塩田 室原

岸野 日笠上 日笠下 木倉 田原上 田原下 本 清水

矢掛町 宇内

新庄村 堂ヶ原

鏡野町 近衛 香北 羽出 奥津 上齋原 富

勝央町 上香山

奈義町 皆木

西粟倉村 大茅 坂根 塩谷

久米南町 羽出木 全間 龍山 山手

長万寺 金堀 大垪和西 和田北 大垪和東 北 里 中

西川上 垪和 小山 大山 高城 定宗本山 上間

吉備中央町 広面 加茂山 津賀西 三納谷 高富 笹目・千守 納地 黒山

美咲町

真庭市

美作市

和気町

赤磐市

○辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律
　（昭和37年法律第88号）第２条第１項に規定する辺地

　辺地地域一覧（具体的な場所等が不明な場合は、該当市町村に確認すること。） （R4.4.1現在）

辺地名 合計　200辺地

高梁市

新見市
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